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指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

1
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

コ・クリエーションスペー
ス運営事業

市内外企業・スタートアップ・大学・行政学
生等が交流する場や機会を提供することによ
り、人材、アイデア、資金などを集結させ、
新たな共働・協業が生まれ続ける環境づくり
を行うことで、オープンイノベーションを促
進する。

コ・クリエーションスペースの運営
【事業概要】
・会員組織の運営
・交流イベントの開催
・会員からの相談・マッチング
・会員間のマッチングで創出された新規
事業等の伴走支援

利用会員増加数 150件 264名 150名 966名
S（105％
以上）

150名を目標とする中で、1,504
名の会員増加を達成したため。

令和3年
度～

26,400 産業政策課

2
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

静岡市産学交流センター
「Ｂ‐ｎｅｓｔ」運営事業

起業しようとする個人及び団体並びに中小企
業の創造的な事業活動を支援し、次世代の産
業を担う人材を育成するとともに、大学その
他の教育研究機関の知的資産を産業経済の分
野で活用し、及び高度で専門的な職業能力を
有する人材を育成するための環境を整備する
ことにより、市の産業経済の活性化を図る。

静岡市産学交流センターの管理運営
【事業概要】
・創業支援事業（窓口相談、セミナー、
ビジコン、創業者育成室　等）
・マーケティング支援事業（講座、商品
開発プロジェクト　）
・産学連携事業（産学共同研究委託事業
等）
・施設管理、情報提供業務

施設の支援による新規
創業者、新商品開発、
新分野進出等件数

40件 47件 40件 49件

A（90％
以上

105％未
満）

目標の40件を大きく上回り新規
創業者、新商品開発、新分野進
出等を推進したため。

平成17年
度～

136,442 産業政策課

3
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

清水産業・情報プラザ管理
運営事業

産業の高度化、創業者の育成、新たな事業分
野の開拓等を通じて産業の振興を図るととも
に、情報通信網を活用して市民生活の利便の
向上を図ることを目的とする。

清水産業・情報プラザの管理運営
 【事業概要】
・創業者育成支援（創業ステップアップ
講座、創業講演会・交流会）
・企業と大学等との交流及び連携の促進
（産学官講演会及び交流会）
・経営に関する総合的な支援（現場改善
支援事業、成果発表会）

施設の支援による新規
創業者、新商品開発、
新分野進出等件数

30件 30件 30件 31件

A（90％
以上

105％未
満）

目標の20件を上回り新規創業
者、新商品開発、新分野進出等
を推進したため。

平成14年
度～

73,652 産業政策課

4
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

健康・食品産業推進事業
産学連携による機能性食品の開発等を通じ、
食品関連産業の振興と集積を図る。

産学連携による機能性食品の開発等を通
じ、食品関連産業の振興と集積を図るた
め、（公財）静岡県産業振興財団に対
し、補助金を交付する。

市内企業の商品開発件
数

４件 ４件 ４件 4件

A（90％
以上

105％未
満）

支援企業に対して、補助金の交
付先であるウェルネス・フーズ
産業センターから、事業者に対
して専門的なアドバイスやビジ
ネスマッチング等を行い、目標
を達成したため。

平成20年
度～

2,000 産業政策課

5
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

新産業開発振興機構補助金

市内中小製造業の持つ技術と大学等研究機関
の研究成果を組み合わせることにより、新事
業の創出を図るため、実施主体である機構に
対し補助金を交付し、研究会の開催、相談事
業等、企業同士、企業と大学との交流を促進
するための事業を実施する。

実施主体である機構に対し補助金を交付
し、研究会の開催、相談事業等、企業同
士、企業と大学との交流を促進するため
の事業を実施する。

①事業化に向けたプロ
ジェクト数
②産学官交流会開催数

①１件
②６回

①１件
②６回

①１件
②６回

①１件
②６回
（見込）

A（90％
以上

105％未
満）

事業化に向けたプロジェクト
数、産学官交流会の開催数とも
に目標を達成し、計画通りに事
業を行ったため。

平成16年
度～

5,840 産業政策課

6
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

駿河湾・海洋DX先端拠点化
計画の推進

域内の大学が連携協力した大学改革により、
最先端の海洋DXの研究・教育を進めるととも
に、その成果を活用した海洋関連産業の地域
中核産業としての発展と、同産業に関連する
就業者の増加、特に若者雇用の創出を目指
す。

駿河湾・清水港を活かした海洋研究・産
業の拠点形成を産学官で加速させるた
め、大学改革、海洋データ基盤整備及び
利活用、海洋DX共同研究開発・事業化推
進を行う。

企業・大学が行う海洋
DXを活かした共同研究
増加数

4件 4件 12件 34件
S（105％
以上）

目標を上回る実績となったた
め。

令和６年
度～

246,000 ＢＸ推進課

7
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

駿河湾ＢＸテストベッドエ
リアの整備

海と空のテストベッドを核として、外部企
業・スタートアップ、地元企業、大学・研究
機関が集積・連携する環境を構築し、地域産
業クラスターの形成を目指す。

清水港沖、折戸湾及び三保飛行場を一体
的に活用したテストベッドを整備・運営
し、研究開発・実証を継続的に実施でき
る環境を構築する。

整備・運営・利活用方
針決定

実施 実施 実施 実施

A（90％
以上

105％未
満）

目標通り実施したため。
令和６年

度～
20,500 ＢＸ推進課

8
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

海上活用研究等の支援

清水港では産業や研究、防災など幅広い分野
で活動が活発になっていることから、駿河湾
におけるBX推進といった海洋研究や実証拠点
や、災害時に海上からの支援等を実施する。

幅広い用途で活用可能な台船を購入し活
用していく。

購入台船数 １台購入 １台購入 １台購入 １台購入

A（90％
以上

105％未
満）

予定とおり１台購入した
令和６年

度～
59,725

清水みなと
振興課

9
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

スタートアップコミュニ
ティの形成・拡大

市内企業、金融機関、大学などのスタート
アップに関わる関係機関とのネットワーク構
築や、スタートアップとの交流を促進するイ
ベントを開催し、スタートアップが市内で活
動・成長しやすい環境を整備する。

首都圏で活動するスタートアップと市内
企業などが交流するイベントの開催や、
スタートアップの起業・協業などに関す
るセミナーを開催する。

市内スタートアップ数 ー ー 23社 23社

A（90％
以上

105％未
満）

23社を目標とする中で、23社の
市内スタートアップ数を達成し
たため

令和７年
度～

53,800 産業政策課

10
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

スタートアップの市内進出
経費の助成

市外に拠点を置くスタートアップの市内への
集積を促進するため、市外に拠点を有するス
タートアップが市内へ進出する際の事務所等
を賃借するための賃借料・施設使用料を助成
する。

スタートアップが市内に進出する際の事
務所等の賃借料を助成する。
・補助率2/3
・上限額200万/年

補助金交付数 ー ー 10件 1件
C（70％
未満）

10件を目標とする中で１件にし
か満たなかったため。

令和６年
度～

20,000 産業政策課

11
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

スタートアップとの共創に
よる社会課題解決の促進
（スタートアップ支援事
業）

市が抱える社会課題は複雑化・多様化してお
り行政だけでその解決を図ることは困難であ
ることから、革新的な技術やビジネスアイデ
アを持つスタートアップと地域社会との共働
による新しい社会システムの共創を促進す
る。

社会課題の解決に資する新たな社会シス
テムの共創に向けた知・地域共創コンテ
ストの実施及びスタートアップ製品導入
に向けた実証実験サポートを実施する。

社会課題解決のための
共創プロジェクトの社
会実装数

２件 ２件 ２件 ２件（見込）

A（90％
以上

105％未
満）

２件の社会実装を目標とする中
で、２件達成したため

令和６年
度～

110,000 産業政策課

12
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

社会課題解決に取り組むス
タートアップへの出資（ス
タートアップ支援事業）

市が抱える社会課題解決につなげるため、中
長期的に市と共働でその解決に取り組むス
タートアップに対する支援体制の充実を図
る。

市が抱える様々な社会課題の解決に資す
る製品・サービスの社会実装段階にある
スタートアップに対する出資を行う。

出資件数 ー ー ２件 ０件
C（70％
未満）

出資実行に至らなかったため
令和７年

度～
60,000 産業政策課

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

 １



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

13
（１）共創によるイ
ノベーション創出の
推進

（再）市内企業とスタート
アップとの協業の促進（ス
タートアップ支援事業）

市内企業の生産性向上や競争力強化を促進す
るため、革新的な技術やビジネスモデルを有
するスタートアップと市内企業との協業によ
る新規事業創出や経営課題の解決を支援す
る。

市内企業とスタートアップの協業による
新規事業の創出を促進するため、専門家
による伴走やスタートアップとのマッチ
ング支援などを行うプログラムを実施す
る。

事業創出件数 ５件 ４件 １０件
１１件（見
込）

A（90％
以上

105％未
満）

10件の事業創出件数を目標とす
る中で、11件達成したため

令和６年
度～

50,000 産業政策課

14
（２）企業の競争力
や成長力の強化

（再）新産業開発振興機構
補助金

市内中小製造業の持つ技術と大学等研究機関
の研究成果を組み合わせることにより、新事
業の創出を図るため、実施主体である機構に
対し補助金を交付し、研究会の開催、相談事
業等、企業同士、企業と大学との交流を促進
するための事業を実施する

実施主体である機構に対し補助金を交付
し、研究会の開催、相談事業等、企業同
士、企業と大学との交流を促進するため
の事業を実施する。

①事業化に向けたプロ
ジェクト数
②産学官交流会開催数

①１件
②６回

①１件
②６回

①１件
②６回

①１件
②６回
（見込）

A（90％
以上

105％未
満）

事業化に向けたプロジェクト
数、産学官交流会の開催数とも
に目標を達成し、計画通りに事
業を行ったため。

平成16年
度～

5,840 産業政策課

15
（２）企業の競争力
や成長力の強化

（再）コ・クリエーション
スペース運営事業

市内外企業・スタートアップ・大学・行政学
生等が交流する場や機会を提供することによ
り、人材、アイデア、資金などを集結させ、
新たな共働・協業が生まれ続ける環境づくり
を行うことで、オープンイノベーションを促
進する。

コ・クリエーションスペースの運営
【事業概要】
・会員組織の運営
・交流イベントの開催
・会員からの相談・マッチング
・会員間のマッチングで創出された新規
事業等の伴走支援

利用会員増加数 150件 264名 150名
966名（見
込）

S（105％
以上）

150名を目標とする中で、1,504
名の会員増加を達成したため。

令和3年
度～

26,400 産業政策課

16
（２）企業の競争力
や成長力の強化

（再）市内企業とスタート
アップとの協業の促進（ス
タートアップ支援事業）

市内企業の生産性向上や競争力強化を促進す
るため、革新的な技術やビジネスモデルを有
するスタートアップと市内企業との協業によ
る新規事業創出や経営課題の解決を支援す
る。

市内企業とスタートアップの協業による
新規事業の創出を促進するため、専門家
による伴走やスタートアップとのマッチ
ング支援などを行うプログラムを実施す
る。

事業創出件数 ５件 ４件 １０件
１１件（見
込）

A（90％
以上

105％未
満）

10件の事業創出件数を目標とす
る中で、11件達成したため

令和６年
度～

50,000 産業政策課

17
（２）企業の競争力
や成長力の強化

中小事業者向けDX支援事業

コロナを機に大きく変化した経済環境におい
て、市内中小企業等のDXを推進するため、専
門家による企業への伴走型支援を行い、成功
事例を輩出することで、地域全体へのDX普及
を図る。

コロナを機に大きく変化した経済環境に
おいて、市内中小企業等のDXを推進する
ため、専門家による企業への伴走型支援
を行い、成功事例を輩出することで、地
域全体へのDX普及を図る。

伴走支援者数 ５件 21件 25件 29件
S（105％
以上）

伴走支援者数が目標を４件上回
り、DXの普及と成功事例の蓄積
が図られたため。

令和3年
度～

32,000 産業振興課

18
（２）企業の競争力
や成長力の強化

IT活用による生産性向上支
援事業

デジタル活用に向けた相談体制を整備し、IT
リテラシーを向上させることで、中小企業及
び小規模企業の「生産性向上」を図る。

デジタル活用に向けた相談体制を整備
し、ITリテラシーを向上させることで、
中小企業等の「生産性向上」を図るた
め、ワンストップ相談窓口「ITなんでも
相談窓口」）の構築及び運営を行う。

相談件数 200件 332件 200件 282件
S（105％
以上）

目標を上回り、生産性向上に向
けたITリテラシーの向上が図ら
れたため。

令和元年
度～

4,900 産業振興課

19
（２）企業の競争力
や成長力の強化

持続的発展に向けた競争力
強化事業補助金

中小製造業者の競争力の強化を図るため、市
内中小製造事業者が行う販売促進・販路開拓
に係る経費の一部を助成する。

市内中小製造事業者が行う販売促進・販
路開拓に係る経費の一部を助成する。

競争力強化事業に取り
組んだ企業の件数

20社 38社 20社 45社
S（105％
以上）

目標を上回り、市内中小製造事
業者が行う販売促進・販路開拓
が図られたため。

令和５年
度～

12,700 産業振興課

20
（２）企業の競争力
や成長力の強化

事業承継支援事業

承継予定者が承継後も事業を継続していくた
めの支援については、まだまだ不足している
状態であるため、地域に根差した中小企業の
次期経営者となる後継者（アトツギ）が取り
組む新規事業や事業再構築に向けた取組みを
支援することで、将来的な中小企業の更なる
成長を図り、事業継続を支援する。

将来的な中小企業の更なる成長を図り、
事業継続を支援するため、事業承継予定
者を対象に、事業継続のための自社の課
題の洗い出し、課題解決の手法などを伴
走型で支援を行い、事業承継予定者の新
規事業創出の支援を行う。

掘り起こし調査の実施 ３件 １回 １回 １回

A（90％
以上

105％未
満）

目標どおり１回実施したため。
令和５年

度～
833 産業振興課

21
（２）企業の競争力
や成長力の強化

（再）静岡市産学交流セン
ター「Ｂ‐ｎｅｓｔ」運営
事業

起業しようとする個人及び団体並びに中小企
業の創造的な事業活動を支援し、次世代の産
業を担う人材を育成するとともに、大学その
他の教育研究機関の知的資産を産業経済の分
野で活用し、及び高度で専門的な職業能力を
有する人材を育成するための環境を整備する
ことにより、市の産業経済の活性化を図る。

静岡市産学交流センターを運営する。
【産学連携支援】
・地域課題に係る産学連携共同研究委託
事業

施設の支援による新規
創業者、新商品開発、
新分野進出等件数

50件 47件 50件 49件
S（105％
以上）

目標の40件を大きく上回り新規
創業者、新商品開発、新分野進
出等を推進したため。

平成17年
度～

136,442 産業政策課

22
（２）企業の競争力
や成長力の強化

（再）清水産業・情報プラ
ザ管理運営事業

産業の高度化、創業者の育成、新たな事業分
野の開拓等を通じて産業の振興を図るととも
に、情報通信網を活用して市民生活の利便の
向上を図ることを目的とする。

清水産業・情報プラザを管理運営する。
施設の支援による新規
創業者、新商品開発、
新分野進出等件数

30件 30件 30件 21件
S（105％
以上）

目標の20件を上回り新規創業
者、新商品開発、新分野進出等
を推進したため。

平成14年
度～

73,652 産業政策課

23
（２）企業の競争力
や成長力の強化

オクシズ元気ビジネス創出
支援事業

 中山間地域における産業、自然、文化等の
地域資源を活用し充分な収益性及び継続性が
見込まれる事業を支援することにより、中山
間地域の活性化及び集落持を図ることを目的
とする。

中山間地域の活性化及び集落維持を図る
ため、地域の資源を活用した「新たなビ
ジネス」の実施及び準備経費に対し、補
助金を交付する。

事業化件数 3件 ４件 3件 4件

A（90％
以上

105％未
満）

予算を上回る申請があった中
で、地域活性化に寄与する事業
を目標値を上回る件数を採択で
きたため、Aとした。

令和２年
度～

10,000
中山間地振

興課

24
（２）企業の競争力
や成長力の強化

産業財産権出願事業補助金
産業財産権の出願に要する経費等に対して助
成することにより、中小製造事業者の開発意
欲の向上や製造業の振興・発展を図る。

中小製造事業者の開発意欲の向上や製造
業の振興・発展を図るため、自ら開発し
た技術や新商品の特許及び実用新案出願
事業に対して助成する。

①産業財産権出願件数
②特許庁の出願受理率
100％

①12件
②100％

①8件
②100％

①12件
②100％

①11社
②100%

A（90％
以上

105％未
満）

①は目標の91％、②は目標の
100％相当の実績を達成できたた
め。

平成18年
度～

1,200 産業振興課

25
（２）企業の競争力
や成長力の強化

中小企業技術表彰

新規又は独創性の高い技術を持ち、意欲的に
事業活動を展開している中小製造事業者を表
彰することにより、技術開発意欲の向上等を
図り、もって本市産業の振興と経済の活性化
に資する。

新規又は独創性の高い技術を持ち、意欲
的に事業活動を展開している中小製造事
業者を表彰し、ＰＲ等を実施することに
より、技術開発意欲の向上等を図る。

受賞事業者が広報され
た件数

３件 ２件 ３件 4件
S（105％
以上）

目標を上回り、市内中小製造事
業者の技術開発意欲の向上等を
図り、産業の振興と経済の活性
化に資することができたため。

平成28年
度～

2,212 産業振興課

26
（２）企業の競争力
や成長力の強化

ＳＤＧｓチャレンジ連携ア
ワード表彰

事業所・団体による連携したSDGsの取組を促
進し、ビジネスマッチング機会を創出するた
め。

事業所・団体による連携したSDGsの取組
を促進し、ビジネスマッチング機会を創
出するため、SDGs達成に向けて取組む事
業所・団体の連携グループを表彰する。

応募件数 20件 20件 20件 14件
B（70％
以上90％
未満）

目標件数を下回ったため。
令和３年

度～
1,993 総合政策課

2



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
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（５）成果指標 （７）
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（千円）

27
（２）企業の競争力
や成長力の強化

中小企業海外販路拡大支援
事業

①東南アジアを中心に海外市場の経済発展が
進んでおり、商品の流通性が非常に高くなっ
ている。そうした背景から海外へ進出し、販
路を拡大しようとする企業を対象に、直接輸
出・関節輸出の両方面から独自に取り組んで
いけるよう支援する。
②中小企業等が販路拡大を図る中で越境ECへ
の関心が高まっている。越境ECへの出展支援
を通じ、海外販路開拓を支援する。

①セミナー、台湾店舗でのテストマーケ
ティング、商談会及び営業代行を実施す
る。
②越境ECに知見を有する委託先を通じ
て、中小企業の越境ECモール出展の伴走
支援を実施する。

①商談実施件数
②支援社数

①30件
②５社

①32件
②８社

①30件
②８社

①30件（見
込）
②８社

A（90％
以上

105％未
満）

②は目標の８社の支援を実施で
きたため。

①令和２
年度～

②令和６
年度～

①7,500
②5,000

産業振興課

28
（２）企業の競争力
や成長力の強化

お茶の輸出拡大支援

海外マーケットでのニーズが高まっている高
品質・高付加価値な茶の輸出拡大を図るた
め、海外輸出のプラットフォームを構築し、
海外への安定的な輸出を促進する。

海外輸出のためのプラットフォームを構
築し、現地茶業者を対象とした商談会・
セミナーの開催、商談・契約締結・納品
に至るまでの営業代行・継続的支援を実
施する。

市内産茶の輸出量(ｔ） - - 60 92
S（105％
以上）

計画どおり、プラットフォーム
を活用した営業代行等の継続支
援を実施したとともに、海外に
おける茶の需要拡大も追い風と
なり、目標値を大幅に上回る実
績となった。

令和５年
度～

22,400 農業政策課

29
（２）企業の競争力
や成長力の強化

有機農業推進事業
環境負荷低減と収益性向上が両立した有機農
業を推進し、高収益・低労力な農業経営の確
立や高価格・安定的な販路の確保を図る。

有機農業の普及拡大において、必要とな
る肥料の開発や学校給食への食材供給体
制の整備などを進める。

耕地面積に占める有機
農業取組面積割合
（％）

0.9 0.9 1.0 1.02

A（90％
以上

105％未
満）

環直の申請者増加や既存申請者
の面積拡大により目標値よりも
やや高い成果となった。

令和６年
度～

15,700 農業政策課

30
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

多様な人材の活躍応援事業
所表彰

女性をはじめとする多様な人材が活躍できる
環境づくり等に向けて取り組む事業所を表彰
し、その取組事例を広く周知することによ
り、市内事業所におけるダイバーシティ経営
推進を図る。

女性をはじめとする多様な人材が活躍で
きる環境づくり等に向けて取り組む事業
所を表彰し、その取組事例を広く周知す
ることにより、市内事業所におけるダイ
バーシティ経営推進を図る。

表彰事業所数 ５社 ６社 ５社 ５社

A（90％
以上

105％未
満）

目標値どおりの実績だったた
め。

平成21年
度～

242 商業労政課

31
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

女性の活躍推進事業

働くことを希望する女性が、その個性や能力
を十分に発揮することができるよう、今も根
強い固定的な役割分担意識から脱却し、社会
全体の意識の変革を進める。

働くことを希望する女性が、その個性や
能力を十分に発揮することができるよ
う、社会全体の意識の変革を進める。
①女性活躍ブランドの広報
②女性活躍のための男性の家事・育児参
画促進事業

①25～44歳の女性の就
業率
②家事・育児参画促進
イベントに参加した人
数

①83％
（R8）
②40名

①83.4％
（R4）
②42名

①83％
（R8）
②45名

①83.4％
（R4）
②31名

B（70％
以上90％
未満）

予定どおり事業を遂行し、①の
目標は達成したが、②の目標は
未達成となったため。

平成27年
度～

60
社会的包摂

推進課

32
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

高齢者等就労促進事業
多くの元気な高齢者等が地域で活躍すること
ができる環境を整備し、健康長寿・誰もが活
躍のまちの実現を目指す。

多くの元気な高齢者等が地域で活躍する
ことができる環境を整備し、健康長寿・
誰もが活躍のまちの実現を目指すため、
「静岡市誰もが活躍推進協議会」を事業
主体として、厚労省モデル事業「生涯現
役地域づくり環境整備事業」(令和６年度
で終了)を継承して実施する。ミドル・シ
ニア向け就労サポート窓口「NEXTワーク
しずおか」を中心としたマッチング支援
及び雇用創出を行う。

①高年齢者等の雇用・
就業数
②シルバー人材セン
ター新規会員登録数
③公式LINEアカウント
新規登録者数
④窓口利用による事業
満足度

①280人
②60人
③100人
④90％

①485人
②129人
③342人
④100％

①250人
②60人
③100人
④90％

①341人
②129人
③714人
④100％

S（105％
以上）

目標値を超える実績を上げるこ
とができたため。

平成30年
度～

令和８年
度

12,500
地域包括ケ
ア推進課

33
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

多様な就労困難者の雇用推
進プロジェクト

働きづらさを抱えながらも就労や社会参加を
希望するすべての人が、生きがいや役割を持
ち望む場所で活躍を整える。

就労に結びついていない多様な就労困難
者と人手不足の企業をつなげ、持続的な
雇用体制を構築するため、次の実証事業
を行う。
１　インクルーシブ雇用推進事業
２　各種制度等の調査検討

新規雇用数 20人 35人 25人 21人
B（70％
以上90％
未満）

目標値の84％を達成したため。
令和６年
度～令和
８年度

33,440
地域包括ケ
ア推進課

34
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

駿府匠宿の運営

今川、徳川時代から受け継がれてきた伝統工
芸とその後興った近代産業をテーマにした体
験型施設「駿府匠宿」を運営し、創作体験や
各種展示を通じて、来場者が工芸に親しみ、
歴史に触れる機会を提供して、本市地場産業
の振興を図る。

駿府匠宿の管理運営を行う。
①創作体験者数
②利用者満足度

①31,000
人
②95%

①35,463
人
②96.5%

①31,000
人
②95%

①37,904人
②95.8％

S（105％
以上）

①は目標の108％、②は目標の
106％を達成できたいため。

平成11年
度～

255,805 産業振興課

35
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

地場産品体験学習事業
小学生に、ものづくりと地場産品に対する興
味を喚起することで地場産業のＰＲと将来の
後継者育成に繋げる。

ものづくりと地場産品に対する興味を喚
起することで地場産業のＰＲと将来の後
継者育成に繋げるため、小学生が行う
「駿府匠宿」での創作体験学習に対する
体験料の補助を行う。

体験学習申込学校数 40校 38校 40校 35校
B（70％
以上90％
未満）

目標を達成できなかったため
平成14年

～
4,950 産業振興課

36
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

こどもクリエイティブタウ
ン「ま・あ・る」運営事業

こどもたちを対象にした仕事体験やものづく
り体験を通じて、自主性や創造性を育み、社
会・経済の仕組みや地域産業を学ぶ。

こどもクリエイティブタウン「ま・あ・
る」の運営を行う。
①講座形式のものづくり体験等
②模擬店舗形式での仕事体験等
③商店街、企業との連携による仕事体験
等

①利用者数
②利用者満足度

①
100,000
人
②98.1％

①
124,460
②
99.36％

①
100,000
人
②98.1％

①113.627人
②99.6％

A（90％
以上

105％未
満）

目標数値を達成することができ
たため。

平成24年
度～

118,280 商業労政課

37
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

市内企業の人材採用・確保
支援事業

政策を通じ、「人口活力の維持及び持続可能
なまちの実現」に向けた社会減対策の推進を
図るとともに、「移住定住の推進」「雇用の
創出」を図る。

「人口活力の維持及び持続可能なまちの
実現」に向けた社会減対策の推進を図る
とともに、「移住定住の推進」「雇用の
創出」を図るため、市内で働く社会人と
の交流機会を提供し、若者の企業研究や
就労意欲を促進する。

市内企業への就職関心
度

95% 96.2% 95% 95.4%

A（90％
以上

105％未
満）

目標数値を達成することができ
たため。

令和元年
度～

11,282 商業労政課

38
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

多様な担い手育成支援事業

「半農半Ｘ」等の「多様な担い手」が行う所
得向上のための取組に対して支援すること
で、着実に担い手を確保するとともに、生産
基盤である農地を適切に維持する。

着実に担い手を確保し、生産基盤である
農地を適切に維持するため「半農半X」等
の多様な担い手の経営に要する機械や設
備の導入を支援する。

認定農業者数及び新規
就農者数
（経営体数）

623経営体 620経営体 623経営体 611経営体

A（90％
以上

105％未
満）

目標値には到達していないが、
当該事業の申請者に対し、認定
取得に向けた誘導を行った。

令和５年
度～

6,500 農業政策課

3
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39
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

認定農業者・新規就農者育
成支援事業費補助金

認定農業者の農業経営改善計画及び新規就農
者の青年等就農計画の実現のために支援す
る。

認定農業者や新規就農者が自らの経営計
画を実現するために実施する農作業の効
率化や先進的技術の導入に対して支援に
対する支援を行う。

認定農業者数
（経営体数）

600経営体 599経営体 600経営体 590経営体

A（90％
以上

105％未
満）

減少数を補う認定農業者を確保
に至らなかったが、関係機関と
連携した掘り起こしを計画的に
行い、概ね目標数値に近い結果
となった。

平成15年
度～

26,000 農業政策課

40
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

農業次世代人材投資事業費
補助金

経営開始直後の経営が安定しない初期段階の
経営を下支えし、農業への定着率を高める。

収入が安定しない経営初期段階の認定新
規就農者の生活を下支えし、農業への定
着率を高めるため、使途を限定しない資
金を交付する。

新規就農者数
（経営体数）

23経営体 21経営体 23経営体 21経営体

A（90％
以上

105％未
満）

目標値には届かなかったが、Ｊ
Ａや県と連携して新規就農者の
掘り起こしを行うとともに、新
規就農者の定着が図られるよ
う、農業経営の安定を図るため
の資金の交付や関係機関と就農
状況のヒアリング及び助言等を
行ったことにより、概ね目標水
準を維持することができた。

平成24年
度～

令和３年
度

7,800 農業政策課

41
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

新規就農者育成総合対策事
業費補助金

就農後の農業経営の発展のために必要な機
械、施設等を導入する者に対する支援や、経
営開始直後の新規就農者への資金の交付によ
り、次世代を担う農業者の確保を図る。

次世代を担う農業者の確保を図るため、
認定新規就農者の経営を発展させるため
に必要な機械や施設の導入に対する支援
のほか、使途を限定しない資金を交付す
る。

新規就農者数
（経営体数）

23経営体 21経営体 23経営体 21経営体

A（90％
以上

105％未
満）

目標値には届かなかったが、Ｊ
Ａや県と連携して新規就農者の
掘り起こしを行うとともに、新
規就農者の定着が図られるよ
う、農業経営の安定を図るため
の資金の交付や関係機関と就農
状況のヒアリング及び助言等を
行ったことにより、概ね目標水
準を維持することができた。

令和４年
度～

37,500 農業政策課

42
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

経営継承・発展等支援事業

先代から農業経営に関する主宰権のすべてを
継承した後継者の農業経営を発展させるため
に必要な取組に対して支援することで、将来
にわたる本市の農業を担う担い手を確保す
る。

将来にわたる本市の農業を担う担い手を
確保するため、地域農業の担い手である
先代から経営の継承を受けた後継者が、
自らの経営をより発展させるための取組
に対し支援を行う。

認定農業者数
（経営体数）

600経営体 599経営体 600経営体 590経営体

A（90％
以上

105％未
満）

減少数を補う認定農業者を確保
に至らなかったが、関係機関と
連携した掘り起こしを計画的に
行い、概ね目標数値に近い結果
となった。

令和３年
度～

2,000 農業政策課

43
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

林業担い手育成対策事業
林業経営の課題である労働力の確保を支援す
るため、担い手支援・労働環境改善を図る。

林業担い手確保のための普及啓発事業の
実施（「産業フェアしずおか」での普及
啓発の実施）

産業フェアしずおか林
業ゾーン出展者数

24団体 22団体 24団体 20団体
B（70％
以上90％
未満）

前年度の出展者数を下回ってい
るものの、予定通りに事業を実
施し、来場者に対し林業につい
ての普及啓発を行ったため。

平成17年
度～

740
森林経営管

理課

44
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

中山間地移住促進事業
空き家情報バンクの運営をはじめとした移住
促進事業及び移住者・移住を促進する者に対
する各種補助金の交付

中山間地域に存在する空き家をホーム
ページで紹介し、移住者及び受入地域を
支援することで移住を促す。

空き家情報バンク経由
での移住世帯件数

12件 5件 12件 ９件
B（70％
以上90％
未満）

空き家情報バンクの登録件数は
例年通りであったが、登録物件
が移住者の求める建物規模に合
わなかったため、移住に繋がら
ず目標の件数を達成することが
できなかった。

平成23年
度～

20,600 住宅政策課

45
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

静岡市移住支援センターの
設置・運営

首都圏等から本市への移住を促進する。

首都圏等から本市への移住を促進するた
め、移住・定住促進事業の拠点として東
京に移住支援センターを設置し、首都圏
での移住相談等を実施する。

移住支援センター等に
おける移住相談件数

1,300件 1,209件 1,300件 1,117件
B（70％
以上90％
未満）

相談件数は達成率約86％となる
ため評価は「B」とした。

平成27年
度～

20,482 総合政策課

46
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

お試しテレワーク体験事業 首都圏等から本市への移住を促進する。

テレワーカー移住を促進するため、地方
移住を検討している首都圏企業社員等を
対象に市内のコワーキング施設を活用し
たテレワーク体験事業を実施する。

お試しテレワーク体験
事業の利用者数

50人 46人 50人 31人
C（70％
未満）

目標を下回ったため
平成30年

度～
900 総合政策課

47
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

新幹線通学費の貸与 若者の本市への定住等を促進する。

静岡市内の自宅から県外の大学等へ通学
する学生を対象に、通学に要する資金の
一部を貸与し、市内に住みながら通学す
ることを支援する｡

地元就職率 60%以上 63.2% 63%

静岡市アリー
ナの公共施設
等運営権に係
る実施方針に
関する条例を
制定し、ア
リーナ整備・
運営事業者の
公募を行い、
落札者を決定
した。

A（90％
以上

105％未
満）

事業スケジュールどおりに静岡
市アリーナ整備・運営事業者の
公募を行い、落札者を決定した
ため。

平成28年
度～

1,075,329
社会共有資
産利活用推

進課

48
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

移住者住宅確保応援補助金
の交付

東京圏から本市への移住を促進する。

若者や子育て世帯の移住を促進するた
め、東京圏等の39歳以下の移住者や18歳
未満の世帯員を帯同する移住者を対象
に、住宅確保にかかる費用を補助する。

事前登録（補助金申請
前に利用希望の登録を
するもの）による移住
者見込み数

175人 173人 700人 496人
B（70％
以上90％
未満）

移住者見込み数は達成率約71％
となるため評価は「B」とした。

令和６年
度～

141,700 総合政策課

49
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

障がい者アセスメントの
ICTツールの普及

障がい者本人の希望や就労能力等に応じた、
より適切な障害福祉サービスや就労先につな
がりやすくなることを目指す。

市内就労継続支援A型・B型事業所、就労
移行支援事業所の利用者や、当該事業所
から一般就労した利用者に対し、就労の
選択、定着のため、障がいの見える化を
軸とした就労アセスメントを実施し、ま
た、事業所及び就労先の職員に対し、ア
セスメントの方法等について研修を実施
する。

①就労アセスメント及
び研修の実施
②全体研修の実施

①４事業
所
②２回

①７事業
所
②２回

①10事業
所
②２回

①13事業所
②２回

S（105％
以上）

目標より多くの事業所へアセス
メント及び研修を行うことがで
きた。また、全体研修において
可視化・定量化・数値化した就
労アセスメントへの関心が高ま
り、事業所に対し、広く周知を
図ることができたため。

令和５年
度～

6,900
障害福祉企

画課
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指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

50
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

飲料水供給施設等整備費補
助金

中山間地において、最も重要な生活用水を確
保するため、自ら飲料水供給施設を設置・運
営する団体の施設整備を推進することで、住
み続けられるまちづくりを推進する。

中山間地において、最も重要な生活用水
を確保し、住み続けられるまちづくりを
推進するため、給水区域外区域における
飲料水供給施設等の運営団体における施
設設備に対する補助金の交付及び施設整
備内容への助言を行う。

申請のあった飲料水供
給施設等整備事業への
補助実施率

100% 100% 100% 100%

A（90％
以上

105％未
満）

当初予定していたもののほか、
緊急に整備を必要とする事業に
補助を実施し、申請があったす
べての事業に補助金を交付し
た。

昭和63年
度～

R7当初
34,000
R6繰越
6,130

中山間地水
道課

51
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

静岡農業育成支援事業（ト
レーニングファーム）

農業者の高齢化や人口減少により市内の農家
数は減少傾向にあるが、就農を志す者に対し
て新規就農者が営農開始当初から儲かる農業
が実現できるモデルケースを示し、市内で就
農する新規就農者を着実に確保する。

JA静岡市管内において「いちご」、JAし
みず管内において「柑橘」による研修体
制を構築し、研修生を受け入れ、就農さ
せるための研修を行う。

新規就農者数
（経営体数）

- - 23経営体 21経営体

A（90％
以上

105％未
満）

目標値には届かなかったが、Ｊ
Ａや県と連携して新規就農者の
掘り起こしを行うとともに、新
規就農者の定着が図られるよ
う、農業経営の安定を図るため
の資金の交付や関係機関と就農
状況のヒアリング及び助言等を
行ったことにより、概ね目標水
準を維持することができた。

令和６年
度～

22,517 農業政策課

52
（３）本市産業を支
える人材の育成・確
保

次世代起業人材の育成
若者を対象に起業化精神の醸成や起業に向け
た知識・ノウハウの習得を図る講座等を実施
する。

中学・高校等を対象とした市内出身の起
業家による出前講座や、高校生・大学生
等を対象とした起業のプロセスについて
体験するワークショップを実施する。

①出前講座実施数
②プログラム・セミ
ナー開催数

①15回
②10回

①19回
②14回

①15回
②10回

①17回
②７回

S（105％
以上）

出前講座実施目標値15回に対し
30回、プログラム・セミナー開
催目標値10回に対し11回を達成
したため。

令和６年
度～

10,250 産業政策課

53
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

「お茶のまち静岡市」プロ
モーション事業

　第２次静岡市茶どころ日本一計画に基づ
き、「お茶のまち静岡市」の認知度向上及び
販路・消費拡大を目的としたプロモーション
を行う。

市内の新茶シーズンのムード醸成及び販
売促進を目的としたイベントや広告掲出
を実施する。市外においては、茶業者と
連携したプロモーション・販売会を実施
する。

静岡市の１世帯あたり
の緑茶購入金額（円）

8,815 7,664 8,815 5,304
C（70％
未満）

各事業について当初の計画どお
り、茶業者と連携したプロモー
ション・販売会を行ったが、国
内需要の低迷に伴い、目標金額
を下回った。

平成22年
度～

10,982 農業政策課

54
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）「お茶のまち静岡
市」プロモーション事業

　第２次静岡市茶どころ日本一計画に基づ
き、「お茶のまち静岡市」の認知度向上及び
販路・消費拡大を目的としたプロモーション
を行う。

市内の新茶シーズンのムード醸成及び販
売促進を目的としたイベントや広告掲出
を実施する。市外においては、茶業者と
連携したプロモーション・販売会を実施
する。

静岡市の１世帯あたり
の緑茶購入金額（円）

8,815 7,664 8,815 5,304
C（70％
未満）

各事業について当初の計画どお
り、茶業者と連携したプロモー
ション・販売会を行ったが、国
内需要の低迷に伴い、目標金額
を下回った。

平成22年
度～

10,982 農業政策課

55
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

シティプロモーションの推
進

さくらももこ氏のイラストを使用した「静岡
市はいいねぇ。キャンペーン」の実施によ
り、市内に対しては市民の郷土愛の醸成、市
外に対しては本市の認知度及び都市イメージ
の向上を図る。

さくらももこ氏のイラストを使用した
「静岡市はいいねぇ。キャンペーン」の
実施により、市内に対しては市民の郷土
愛の醸成、市外に対しては本市の認知度
及び都市イメージの向上を図る。

情報接触度（静岡市に
ついて見聞きしたこと
がある人の割合）

63% 55% 63% 52%
B（70％
以上90％
未満）

継続的なイラスト活用を実施し
ているものの、令和５年度から
継続して減少しているため。

平成19年
度～

10,372 観光国際課

56
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

賑わい創出イベント事業
地域に根付いた祭り等の開催を通じて、賑わ
いを創出するとともに、地域ブランド・郷土
愛の醸成を図る。

地域に根付いた祭り等の開催を通じて、
賑わいを創出するとともに、地域ブラン
ド・郷土愛の醸成を図るため、静岡まつ
り、安倍川花火大会、清水みなと祭り、
大道芸ワールドカップ等の開催及び支援
を実施する。

賑わい創出イベント延
べ集客数

49.0% 38.3%
3,800,00
0人

2,943,820人
B（70％
以上90％
未満）

静岡まつり及び安倍川花火大会
が雨天により中止となり、目標
値を下回ったが、開催できてい
れば目標値を達成できていたと
考える。

- 387,745 文化政策課

57
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

アリーナ整備事業

将来を担う子供たちや若者が「このまちの未
来は明るい」と夢や希望が持てるまちにする
ため、まちの魅力向上、文化振興、地域経済
の活性化など、社会へ大きな波及効果が見込
まれ、多彩なエンターテインメントやプロス
ポーツを本市にもたらす多目的アリーナをめ
ざす。

アリーナの整備を行う。
アリーナの整備におけ
る進捗状況

アリーナ
基本計画
策定業務
が完了し
ている状
態

アリーナ
基本計画
の策定と
公表

（令和７
年～令和
８年度）
　事業者
募集・選
定
（令和８
年度～令
和11年
度）
　基本・
実施設
計、建設
工事
（令和12
年春）
　開業予
定

静岡市アリー
ナの公共施設
等運営権に係
る実施方針に
関する条例を
制定し、ア
リーナ整備・
運営事業者の
公募を行い、
落札者を決定
した。

A（90％
以上

105％未
満）

事業スケジュールどおりに静岡
市アリーナ整備・運営事業者の
公募を行い、落札者を決定した
ため。

令和７年
度～

1,075,329
社会共有資
産利活用推

進課

58
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

JR静岡駅南口駅前広場再整
備事業

駿河区の玄関口となる静岡駅南口駅前広場に
おいて、交通結節機能を強化するとともに、
民間事業者による周辺開発と連携し、駅前街
区を一体的に開発することにより、政令市に
ふさわしい魅力ある空間を創出する

駅前の限られた土地を有効活用するた
め、土地区画整理事業等を活用し、官民
連携による駅前広場の拡張整備を実施す
る

静岡駅南口駅前広場再
整備事業に関する各種
資料・計画の策定

・静岡駅
南口駅前
広場再整
備検討委
員会を2回
実施
・静岡駅
南口駅前
広場再整
備基本計
画の策定

・今年度
中実施
・今年度
中策定

・地権者
説明資料
の完成
・都市計
画変更図
書の完成

・地権者説明
資料の完成
・都市計画変
更図書の完成

A（90％
以上

105％未
満）

・地権者説明資料の完成
・都市計画変更図書の完成

令和元年
度～

令和14年
度

63,500
景観まちづ

くり課
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指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由
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事業年度

（８）
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（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

59
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

静岡都心地区まちなか再生
推進事業

静岡都心地区における、官民が共有できるま
ちづくりの指針を作成するとともに、魅力あ
る持続可能な「まちなか再生」を推進する。

中長期的な視点による静岡都心地区のま
ちなか再生への方針と実現化方策を含む
指針の策定および公共的空間を利活用し
た地域と協働した社会実験等の指針の実
現に向けた施策を実施する。

静岡都心地区まちなか
再生指針の策定・公表
各種施策の実施

指針策
定・公表

指針案作
成

指針策
定・公表

指針案作成
B（70％
以上90％
未満）

指針案を作成し、重要政策副市
長協議までは進んだが、その後
の２役との調整で最終的な決定
まで至らなかったため

令和２年
度～

22,372
都市計画課
景観まちづ

くり課

60
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

東静岡地区まちづくり推進
事業

東静岡地区において、社会全体の力による共
創のまちづくりを推進し、その大きな社会経
済効果（まちの魅力向上、文化振興、地域経
済の活性化など）を市全体へと波及させてい
く。

「東静岡地区まちづくり基本構想」に掲
げるめざす将来像の実現に向けて、静岡
市アリーナ、ペデストリアンデッキ等の
まちづくりの主要プロジェクトなどに取
り組む。

「東静岡地区まちづく
り基本計画」の策定・
公表

基本構想
（骨子）
の作成

基本構想
（骨子）
の作成

基本構想
の策定・
公表

基本構想の策
定・公表

A（90％
以上

105％未
満）

基本構想の策定・公表を完了し
たため

令和６年
度～

57,600 都市計画課

61
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

静岡駅北口駅前広場周辺整
備事業

静岡駅北口駅前広場周辺の課題解決のため、
国道１号交差点を平面横断化することで、静
岡市の顔となるＪＲ静岡駅前を人が中心とな
るウォーカブルな空間に整備し、まちなかへ
の回遊性を高めるとともに魅力あふれる空間
の実現を図る。

ＪＲ静岡駅北口の国道横断実現に向けた
交通量分析などの現状把握、将来系交通
シミュレーションや交差点設計を行う。

駅前広場ロータリー及
び周辺交差点改良案の
作成

交差点改
良案の立
案

・交差点
改良案の
立案と関
係機関協
議

・交通シ
ミュレー
ション

交通シミュ
レーション実
施

A（90％
以上

105％未
満）

交通シミュレーション実施
令和６年
度～令和
12年度

21,000
都市計画課
景観まちづ

くり課

62
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

駿州の旅日本遺産推進事業

静岡市・藤枝市にまたがる二峠八宿において
日本遺産に認定された「駿州の旅」の地域資
源を活用し、地域の観光ブランドの確立と地
域住民の郷土愛の醸成を図る。

駿州の旅日本遺産を通じて、交流人口の
拡大、街道文化の継承事業等を実施する
「駿州の旅日本遺産推進協議会」に対
し、負担金を交付する。

駿州の旅日本遺産を認
知している市民の割合

60% 38% 50% 53%

A（90％
以上

105％未
満）

Instagram運用や日本遺産認定５
周年の露出を増加したことで目
標値を上回ったため。

令和２年
度～

5,880 観光国際課

63
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

「ホビーのまち静岡」推進
事業

市の地域資源であるホビーを活用し、「ホ
ビーのまち静岡」として市内外に情報発信す
ることで市のブランド化及び地域経済の活性
化を図る。

「ホビーのまち静岡」として市内外に情
報発信することで市のブランド化及び地
域経済の活性化を図るため、静岡ホビー
スクエアの施設維持管理とともにホビー
推進協議会静岡が実施するホビーのまち
静岡推進事業への補助を行う。

①市内イベントにおけ
る「ホビーのまち静
岡」の認知度
②ホビースクエアの来
場者数

①80％
②30,000
人

①69%
②29,510
人

①80％
②30,000
人

①89.8％
②30,795人

A（90％
以上

105％未
満）

①は目標の112％、②は目標の
102％相当の実績を達成できたた
め。

平成21年
度～

78,217 産業振興課

64
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

プラモデル化計画推進事業

まちの賑わいや地域への愛着等を育み「プラ
モデルのまち」を体感できる地方創生プロ
ジェクト「静岡市プラモデル化計画」に基づ
き、産業への単なる支援にとどまることな
く、プラモデルを活用したシティプロモー
ション及び街の活性化、古来より本市に根付
く「ものづくり精神」を継承する人材育成な
ど総合的なまちづくりの施策を展開し、将来
にわたって活力ある静岡市を維持していくた
めの事業を展開する。

プラモニュメントの設置などの「環境」
づくり、小学校におけるものづくりキャ
リア教育やものづくりプラモデル大学な
どの「人財」づくり、全国プラモデル選
手権大会などの「コンテンツ」づくりの
各視点に基づく取組を進めることで、プ
ラモデル産業の活性化、本市ブランドイ
メージの確立及び郷土愛の醸成を図る。

①市内イベントにおけ
る「ホビーのまち静
岡」の認知度
②取組を通じてものづ
くりに興味を持った児
童の割合

①80％
②90％

①69％
②90％

①80％
②90％

①89.8％
②92.4％

A（90％
以上

105％未
満）

①は目標の112％、②は目標の
103％相当の実績を達成できたた
め。

令和2年
度～

29,890 産業振興課

65
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

企業立地促進事業補助金
工場等の設置に係る用地取得や設備投資など
の費用助成を行い、企業立地の促進を図る。

市内への企業の進出及び市内における企
業の定着を促進し、以て、地域産業の高
度化、活性化及び雇用機会の拡大を図る
ため、工場等の設置に係る用地取得や設
備投資などの費用助成を行う。

企業立地件数 20件 19件 20件 24件
S（105％
以上）

工場や事務所等の立地件数が目
標値を上回ったことから評価をS
とした

平成17年
度～

1,460,000
産業基盤強

化本部

66
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

中心市街地にぎわい創出事
業

中心市街地ににぎわいを創出し、もって商業
の振興と中心市街地の活性化を推進すること
により、市民経済の健全な発展及び市民生活
の向上を図る

中心市街地ににぎわいを創出し、もって
商業の振興と中心市街地の活性化を推進
するため、商店街等が中心市街地活性化
区域内において実施する、地域の特色を
活かした広域集客イベント事業に対する
補助を行う。

補助対象団体へのアン
ケートにおける、「来
街者増加に効果があっ
た」との回答率

100% 100% 100% 100%

A（90％
以上

105％未
満）

補助対象団体へのアンケートで
来街者増加の効果が認められた
ため。

平成15年
度～

4,439 商業労政課

67
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

清水港にぎわい創出事業補
助金

清水港のにぎわいを創出し、港の振興と地域
経済の活性化を図る。

清水港のにぎわいを創出し、港の振興と
地域経済の活性化を図るため、清水港振
興を目的にイベントを開催する実行委員
会に対し、補助金を交付する。

来場者数
①清水港フラワーフェ
スタ、②清水港興津
フェア

①18,000
人
②15,000
人

①10,300
人
②9,000
人

①18,000
人
②15,000
人

①18,000人
②15,000人

A（90％
以上

105％未
満）

　①及び②両イベントとも目標
値が達成された。チラシやポス
ター、ＳＮＳを活用した情報発
信によりＰＲを広く行うことが
できたことにより、当該イベン
トの認知度向上につながったこ
とが、一定の評価ができる。

平成11年
度～

2,220
清水みなと

振興課

68
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

清水港客船誘致委員会負担
金

清水港の賑わいを創出するため、清水港客船
誘致委員会に負担金を交付するとともに、客
船寄港時の歓迎事業等を実施する。

清水港の賑わいを創出するため、客船歓
迎事業、誘致事業等を実施する清水港客
船誘致員会に対し、負担金を交付する。

客船等寄港隻数 70隻 85隻 70隻 102隻
S（105％
以上）

令和７年度の実績は、目標を上
回るものであった。清水港客船
誘致委員会の活動が寄港数増加
につながっていると評価する。

平成２年
度～

138,400
清水みなと

振興課
観光政策課

69
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

「まぐろのまち静岡」の推
進

冷凍マグロ水揚げ日本一を誇る清水港を県内
外にPRすることで、「まぐろのまち静岡」の
推進を図る。

冷凍マグロ水揚げ日本一を誇る清水港を
県内外にPRすることで、「まぐろのまち
静岡」の推進を図る。

県外における清水港が
まぐろ水揚量日本一で
あることの認知度

62.0% 60.7% 64.0% 51.7%
B（70％
以上90％
未満）

令和７年度の実績は、目標を達
成できなかったが、調査を行っ
た山梨県・長野県の道の駅で
は、これまで以上に関東圏から
の利用客が多く、率直な意見を
伺うことができた。「これまで
知らなかった方々に知ってもら
うことができた」ことは、認知
度向上に向けた取組としては大
いに意義のあるものであったと
評価する。

平成18年
度～

432
清水みなと

振興課

6



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

70
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

清水港・みなと色彩計画推
進事業

「美しい富士山の自然景観と港湾景観の調
和」を目標とした清水港・みなと色彩計画を
推進する。

「美しい富士山の自然景観と港湾景観の
調和」を目標とした清水港・みなと色彩
計画を推進するため、清水港・みなと色
彩計画推進協議会に対し、負担金を交付
する。

清水港全体の景観がき
れいになったと感じる
人の割合

89.9% 83.9% 89.9% 82.7%

A（90％
以上

105％未
満）

目標にはわずかに届いていない
が、清水港全体の景観がきれい
になったと感じる人の割合は引
き続き高い水準を保っていると
評価する

平成３年
度～

1,496
清水みなと

振興課

71
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

清水都心地区まちなか再生
事業

関係する官民事業主体がまちのあるべき姿
「将来像」を共有・共感し、共創によるまち
づくりに取り組むことにより、地区の活性化
に結び付ける。

実現化方策で示す官民の活動の主軸とな
るまちの将来像を描き、清水都心地区ま
ちなか再生指針を策定する。

清水都心地区まちなか
再生指針の策定・公表

まちなか
再生の方
向性の整
理

地域住民
等との
ワーク
ショップ
を３回開
催

地域や事
業者との
意見交換

意見交換済

A（90％
以上

105％未
満）

R6年度のワークショップで作成
したまちなか再生の方向性につ
いて、関係者とのブラッシュ
アップを行えたため

令和６年
度～

0
清水まちづ
くり推進課

72
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

「お茶のまち静岡市」プロ
モーション事業

　第２次静岡市茶どころ日本一計画に基づ
き、「お茶のまち静岡市」の認知度向上及び
販路・消費拡大を目的としたプロモーション
を行う。

市内の新茶シーズンのムード醸成及び販
売促進を目的としたイベントや広告掲出
を実施する。市外においては、茶業者と
連携したプロモーション・販売会を実施
する。

静岡市の１世帯あたり
の緑茶購入金額（円）

8,815 7,664 8,815 5,304
C（70％
未満）

各事業について当初の計画どお
り、茶業者と連携したプロモー
ション・販売会を行ったが、国
内需要の低迷に伴い、目標金額
を下回った。

平成22年
度～

10,932 農業政策課

73
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

しずまえ鮮魚普及拡大事業

しずまえで水揚げ、陸揚げされる水産物や生
産される加工品等の普及を通して、しずまえ
を地域ブランドとして確立し、静岡市の食文
化の情報発信と水産業をはじめとする地域の
活性化を目的とする。

「しずまえ」を地域ブランドとして確立
し、市の食文化の全国発信と水産業をは
じめとする地域活性化を目指す。

しずまえ市民認知度 68.00% 56.60% 70.00% 57.50%
B（70％
以上90％
未満）

指標であるしずまえの市民認知
度について特に20代の認知度が
低く、若者の魚離れなどが原因
であると考えられる。

令和12年
度

4,731 水産振興課

74
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

オクシズプロモーション事
業

オクシズの意義・役割・魅力を伝えるプロ
モーションを実施することで、都市住民と地
域住民の交流を促進し、交流人口及び定住人
口の増加を図る。

都市住民と地域住民の交流を促進し、交
流人口及び定住人口の増加を図るため、
オクシズHP・公式SNSでの情報発信、局間
連携によるイベント開催、首都圏等プロ
モーション活動等を実施する。

オクシズHPのアクセス
数

前年度実
績＋５％

79,185
前年度実
績＋５％

62,278
B（70％
以上90％
未満）

前年度よりもアクセス数が減少
したが、公式SNSでの発信も効果
的に活用していることから評価
はBとした。

平成27年
度～

8,637
中山間地振

興課

75
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

地域おこし協力隊配置事業
地域おこし協力隊を配置し、地域活性化等に
不足している人的資源を確保するとともに、
定住を促進し、将来の担い手とする。

移住イベントや広告掲出等により地域お
こし協力隊を募集し、着任後の協力隊員
の活動及び起業に対する補助や支援を実
施する。

制度開始時から現在ま
での、地域おこし協力
隊の任期満了後の定着
率

83% 86% 83% 88%
S（105％
以上）

任期満了となった隊員８人のう
ち７人が市内に定住し定着して
おり、目標を上回ったためSとし
た。

平成27年
度～

29,804
中山間地振

興課

76
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

オクシズ食と農の魅力向上
事業

総務省の制度を活用し、食の関連企業から地
域活性化起業人として派遣を受け、オクシズ
地域の加工販売所等への運営支援や、食に関
するプロモーションを実施し、持続可能な加
工販売所の運営や、従業員の所得向上、交流
人口の拡大を図る。

地域活性化起業人による、加工販売所等
の新商品開発や作業工程の効率化等の支
援を行うとともに、オクシズ食材等のプ
ロモーション活動や情報発信を実施す
る。

加工販売所等における
新規取組件数

３件 ３件 ３件 ３件

A（90％
以上

105％未
満）

前年度に引き続き各加工販売所
の実情に沿って適した支援策を
講じることができたため、Aとし
た。

令和６～
８年度

6,300
中山間地振

興課

77
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

企業立地用地開発推進事業
企業立地用地を確保し、企業誘致・留置を図
るため、民間と連携した企業立地用地の開発
を推進する。

①市内の開発候補地を抽出し、民間と連
携した企業用地の創出につなげる。
②大規模候補地として抽出した竜南地区
への企業立地実現に向け、地権者の土地
利用意向の確認や説明会等を実施し、民
間と連携した企業用地の創出につなげ
る。

開発に向けた事務進捗
状況

①早期に
開発可能
な開発候
補地にお
ける土地
利用意向
調査の実
施
②竜南地
区での土
地利用意
向調査及
び開発想
定区域の
設定

①実施(土
地利用意
向調査6
件)
②実施

①産業団
地開発の
可能性が
ある開発
候補地に
おける土
地利用意
向調査の
実施、令
和６年度
意向調査
実施地区
における
事業者公
募の実施
②事業者
の公募の
実施

①実施(意向
調査5件、事
業者公募4地
区)
②実施

A（90％
以上

105％未
満）

①予定する地権者意向調査すべ
て実施し、順次公募が開始でき
ていること
②公募の結果、２社が事業者決
定できたことなどから評価をAと
した。

①令和５
年度～

②平成30
年度～

20,270
産業基盤強

化本部

78
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

デジタル関連企業誘致事業
若者にとって魅力ある雇用の創出や市内企業
の高度化に繋げるため、首都圏等のデジタル
関連企業の市内進出を推進する。

デジタル関連企業が市内進出に向けて必
要となる、人材や物件の確保などについ
て支援し、企業立地を促進する。

デジタル関連企業立地
件数

２件 ４件
S（105％
以上）

市内に進出したデジタル関連企
業立地件数が目標値を上回った
ことから評価をSとした

令和６年
度～

16,870
産業基盤強

化本部

79
（４）選ばれる「地
域」を目指した本市
プレゼンスの最大化

農地集約化促進事業

土地の高度利用を図るため、一般財団法人静
岡市土地等利活用推進公社と連携して取り組
む農地の集約にあたり、今後も耕作を続けて
いきたい農業者が安心して農業を継続できる
よう支援する。
これにより区域全体の土地をまとめ、利用価
値の高い土地として有効活用を図っていく。

市が公社と連携して実施する土地の高度
利用のための農地集約の取組において、
農地集約に協力する農業者への支援を行
う。
１　賃料等の助成
２　再生事業・施設補完整備の助成

土地の高度利用にかか
る農地集約(移転)の取
組地区数

- － ３地区 3地区

A（90％
以上

105％未
満）

耕作放棄地などの未利用・低利
用地の多い地区や、企業用地の
確保と連動した地区の３地区に
おいて、担い手への農地の集約
を進めることができたため。

令和７年
度～

23,000 農地利用課

80
戦略産業：①海洋産
業

海洋文化施設の整備

清水港周辺において、駿河湾の特性や清水港
ならではの産学官の関係者のノウハウ・資源
を活かした特色ある海洋文化拠点施設の整備
を実施する。

５大構想の一つである「海洋文化の拠点
づくり」を実現するため、その核施設と
なる海洋文化施設を整備する。

①設計業務
②建設業務
③工事監理業務

①100％
②25％
③25％

①84％
②0％
③0％

①100％
②48％
③48％

①84％
②0％
③0％

C（70％
未満）

物価高騰等の影響により事業継
続が困難な状況になったため。

平成28年
度～

R7当初
839,077
R6繰越

1,000,788

ＢＸ推進課

7



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

81
戦略産業：①海洋産
業

（再）駿河湾・海洋DX先端
拠点化計画の推進（旧事業
名：ブルートランスフォー
メーション推進事業）

域内の大学が連携協力した大学改革により、
最先端の海洋DXの研究・教育を進めるととも
に、その成果を活用した海洋関連産業の地域
中核産業としての発展と、同産業に関連する
就業者の増加、特に若者雇用の創出を目指
す。

駿河湾・清水港を活かした海洋研究・産
業の拠点形成を産学官で加速させるた
め、大学改革、海洋データ基盤整備及び
利活用、海洋DX共同研究開発・事業化推
進を行う。

企業・大学が行う海洋
DXを活かした共同研究
増加数

4件 4件 12件 34件
S（105％
以上）

目標を上回る実績となったた
め。

令和６年
～

246,000 ＢＸ推進課

82
戦略産業：①海洋産
業

（再）駿河湾ＢＸテスト
ベッドエリアの整備（旧事
業名：三保飛行場利活用事
業）

海と空のテストベッドを核として、外部企
業・スタートアップ、地元企業、大学・研究
機関が集積・連携する環境を構築し、地域産
業クラスターの形成を目指す。

清水港沖、折戸湾及び三保飛行場を一体
的に活用したテストベッドを整備・運営
し、研究開発・実証を継続的に実施でき
る環境を構築する。

整備・運営・利活用方
針決定

実施 実施 実施 実施

A（90％
以上

105％未
満）

目標通り実施したため。
令和６年

度～
20,500 ＢＸ推進課

83
戦略産業：①海洋産
業

（再）海上活用研究等の支
援

清水港では産業や研究、防災など幅広い分野
で活動が活発になっていることから、駿河湾
におけるBX推進といった海洋研究や実証拠点
や、災害時に海上からの支援等を実施する。

幅広い用途で活用可能な台船を購入し活
用していく。

購入台船数 １台購入 １台購入 １台購入 １台購入

A（90％
以上

105％未
満）

予定とおり１台購入した
令和６年

度～
59,725

清水みなと
振興課

84
戦略産業：①海洋産
業

貝島地区の基盤整備

港湾管理者である県と連携し、清水港貝島地
区の海洋研究・技術開発の最前線・最先端の
地としての利用や、景観や水辺の魅力を活か
した滞在エリアとしての利活用検討を進めて
いく。

海洋研究・技術開発の拠点化のための基
盤施設の整備や、土地利活用手法の検討
を関係者と協議しながら進めていく。

基盤施設・土地利用計
画の策定、地盤改良工
事実施、基盤施設整
備、利活用手法の検
討・決定

実施 実施 実施 実施

A（90％
以上

105％未
満）

目標通り実施したため。
令和７年

度～
49,300 ＢＸ推進課

85
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

ロジスティクス産業立地促
進事業

市内のロジスティクス産業の活性化・新規物
流施設の立地を推進する。

中部横断自動車道が全面開通し、より強
化された本市の交通インフラ等の企業立
地環境をPRし、また、地元ロジスティク
ス関連業者の課題解決に向けた最新の情
報提供を行うとともに、官民が連携して
誘致活動に取り組むことで企業立地を促
進する。

ロジスティクス関連企
業立地件数

1件 2件 1件 3件
S（105％
以上）

物流関連施設の企業立地件数が
目標値を上回ったことから評価
をSとした

平成27年
度～

422
産業基盤強

化本部

86
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

（再）企業立地用地開発推
進事業

企業立地用地を確保し、企業誘致・留置を図
るため、民間と連携した企業立地用地の開発
を推進する。

①市内の開発候補地を抽出し、民間と連
携した企業用地の創出につなげる。
②大規模候補地として抽出した竜南地区
への企業立地実現に向け、地権者の土地
利用意向の確認や説明会等を実施し、民
間と連携した企業用地の創出につなげ
る。

開発に向けた事務進捗
状況

①早期に
開発可能
な開発候
補地にお
ける土地
利用意向
調査の実
施
②竜南地
区での土
地利用意
向調査及
び開発想
定区域の
設定

①実施(土
地利用意
向調査6
件)
②実施

①産業団
地開発の
可能性が
ある開発
候補地に
おける土
地利用意
向調査の
実施、令
和６年度
意向調査
実施地区
における
事業者公
募の実施
②事業者
の公募の
実施

①実施(意向
調査5件、事
業者公募4地
区)
②実施

A（90％
以上

105％未
満）

①予定する地権者意向調査すべ
て実施し、順次公募が開始でき
ていること
②公募の結果、２社が事業者決
定できたことなどから評価をAと
した。

①令和５
年度～

②平成30
年度～

20,270
産業基盤強

化本部

87
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

清水港港湾整備事業費負担
金の拠出

港湾施設の整備促進により物流機能の高度化
及び市民が憩える港づくりを図る。

国及び県が実施する清水港港湾整備に対
し、「静岡県建設事業等市町負担金徴収
条例」に基づき、港湾所在市負担金を支
出する。

清水港港湾整備事業承
諾依頼額（12月）に対
する交付率

100% 100% 100% 100%

A（90％
以上

105％未
満）

12月に受領した清水港港湾整備
事業承諾依頼額に対し、補正対
応により全額支出したため。

～ 546,683 ＢＸ推進課

88
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

清水港ポートセールスの推
進

清水港ポートセールス実行委員会の活動を支
援することで、清水港の振興及び地域経済の
発展を図る。

清水港の振興及び地域経済の発展を図る
ため、清水港ポートセールス実行委員会
が実施する、国内外における清水港ポー
トセールスに係る事業活動を支援する。

①航路数
②コンテナ取扱個数
(TEU)

①26航路
②
552,096
TEU

①24航路
②
514,305
TEU

①26航路
②
561,726
TEU

①23航路
②518,417
TEU(速報値）

A（90％
以上

105％未
満）

　ウクライナ・ロシア間の戦争
の長期化、中東での紛争、物価
の高騰、2024年問題による労働
者不足など物流業界を取り巻く
環境が引き続き厳しい中、②目
標値の92.3％を達成できた。
　官民でつくるポートセールス
実行委員会の活動を支援した。
また、官民一体となった清水港
未利用地域における講座を実施
するなど、積極的なポートセー
ルスが展開できたことを評価す
る。

平成４年
度～

9,888
清水みなと

振興課

89
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

清水港コンテナ航路誘致事
業

清水港への外貿コンテナ定期航路の維持・拡
大を促す。

清水港の輸出入促進を図るため、新規、
切替により清水港を利用する荷主に対
し、助成金を交付する。

①航路数
②コンテナ取扱個数
(TEU)

①26航路
②
552,096
TEU

①24航路
②
514,305
TEU

①26航路
②
561,726
TEU

①23航路
②518,417
TEU(速報値）

A（90％
以上

105％未
満）

　ウクライナ・ロシア間の戦争
の長期化、中東での紛争、物価
の高騰、2024年問題による労働
者不足など物流業界を取り巻く
環境が引き続き厳しい中、②目
標値の92.3％を達成できた。
　コンテナ貨物輸出入事業助成
金について、検討を重ねて、船
社や荷主の需要を意識した内容
に制度改廃ができたことを評価
する。

平成18年
度～

50,000
清水みなと

振興課

8



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

90
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

清水港利用促進協会補助金
清水港の利用促進を図り、地域産業の活性化
及び振興に寄与する。

清水港の利用促進を通じて清水港の振興
を図るため、清水港利用促進協会に対
し、補助金を交付する。

①航路数
②コンテナ取扱個数
(TEU)

①26航路
②
552,096
TEU

①24航路
②
514,305
TEU

①26航路
②
561,726
TEU

①23航路
②518,417
TEU(速報値）

A（90％
以上

105％未
満）

　ウクライナ・ロシア間の戦争
の長期化、中東での紛争、物価
の高騰、2024年問題による労働
者不足など物流業界を取り巻く
環境が引き続き厳しい中、②目
標値の92.3％を達成できた。
　清水港利用促進協会において
定期的に検討会議等を開催し、
官民関係者の情報共有や意思統
一を図りながら、積極的に活動
を行えたことを評価する。

昭和31年
度～

4,698
清水みなと

振興課

91
戦略産業：②清水
港・ロジスティック
ス産業

静岡型食と農システム推進
事業

市民の生活に欠かせない「安全・安心で安定
した食の供給」を将来にわたり持続可能なも
のとするため、卸売市場の新たな中継拠点と
しての機能強化や、学校給食を含む加工プロ
セスの改善を図り、官民連携による静岡市の
食と農システムの構築を目指す。

実証事業による検証やニーズ調査、民間
事業者との対話を通じて、事業化に向け
た運用条件や事業スキーム等の整理を進
め、静岡市の食のサプライチェーン全体
の最適化を図る静岡型食と農システムの
構築を行う。

食と農システム構想策
定業務の進捗状況

ー ー ー ー
ー（実施
せず）

今後の事業化を見据え、構想の
整理・検討を行っている段階で
あるため

令和８年
度～

ー 産業政策課

92
戦略産業：③食品・
ヘルスケア産業

（再）健康・食品産業推進
事業

産学連携による機能性食品の開発等を通じ、
食品関連産業の振興と集積を図る。

産学連携による機能性食品の開発等を通
じ、食品関連産業の振興と集積を図るた
め、（公財）静岡県産業振興財団に対
し、補助金を交付する。

市内企業の商品開発件
数

４件 ４件 ４件 4件

A（90％
以上

105％未
満）

支援企業に対して、補助金の交
付先であるウェルネス・フーズ
産業センターから、事業者に対
して専門的なアドバイスやビジ
ネスマッチング等を行い、目標
を達成したため。

平成20年
度～

2,000 産業政策課

93
戦略産業：③食品・
ヘルスケア産業

商品開発プロジェクト（静
岡市産学交流センター「Ｂ
‐ｎｅｓｔ」運営事業）

静岡市の新たな観光資源となり得る、魅力あ
る商品づくりを支援することで市内食品事業
者の振興を図る。

商品開発～販路開拓までマーケティング
手法を学びながら、新商品を開発する。

商品開発件数 ６件 ６件 ６件 ６件

A（90％
以上

105％未
満）

参加事業者に対して、顧客志向
のマーケティング理論の学習を
支援し、目標である商品開発件
数６件を達成したため。

136,442
の一部

産業政策課

94
戦略産業：④観光・
ブランド産業

MICE誘致の推進
　各種会議・大会・展示会・見本市などの開
催を本市に誘致することにより、国内外の来
訪者による観光消費を拡大させる。

各種会議・大会・展示会・見本市などの
開催を本市に誘致することにより、国内
外の来訪者による観光消費の拡大を図
る。
①MICEキーパーソン招請事業
MICEの主催者等を本市に招請し、MICE誘
致につなげる。
②全国大会等開催事業補助金
本市で開催される大会に対して、宿泊者
数に応じて補助金を交付する。
③コンベンションシティ推進事業
MICE誘致に取り組む（公財）するが企画
観光局に対する負担金

１　MICE誘致に係る視
察受入・商談件数
２　補助対象となった
全国大会等における宿
泊人数
３　国際会議誘致件数

①10件
②24,787
人
③５件

②20,835
人
③７件

②27,000
人③５件

②25,571人
③９件

A（90％
以上

105％未
満）

継続的な主催者との関係構築
と、新規営業により、２指標と
も90％を上回る実績となったた
め。

平成12年
度～

25,777 観光国際課

95
戦略産業：④観光・
ブランド産業

静岡県中部・志太榛原地域
連携ＤＭＯ

静岡県中部地域５市２町の広域連携のもと、
当地域の「観光目的地」としてのブランド力
を高め来訪者数を増加させるとともに、顧客
のニーズに沿ったアクティビティや商品の開
発を地域事業者と共に行い、地域の稼ぎ（観
光消費や宿泊）の拡大を目的とする。

県中部５市２町の枠組で、（公財）する
が企画観光局を中心に観光地域づくり事
業を実施する。
１　調査分析事業
２　デスティネーションブランディング
３　Learn、Tea、Seaをテーマとした観光
コンテンツの開発・PR

１　Learn事業体験人数
２　Tea事業（茶の間）
体験人数
３　Sea事業参画事業者
数

①600人
②540人
③30店舗

①202人
②360人
③30店舗

①300人
②720人
③30店舗

①295人
②479人
③16店舗

A（90％
以上

105％未
満）

１は、SNSでのPRを重点的に実施
したため見込み通りの成果を上
げた。
２は、天候等の外的要因によ
り、体験人数等が伸び悩み、目
標を下回った。
３は、店舗数は下回ったが、売
上は目標の4,000食を上回る
4,165食であり、見込み以上の成
果を上げた。

これらを総合的に勘案しA評価と
した。

平成27年
度～令和
７年度

81,000 観光政策課

96
戦略産業：④観光・
ブランド産業

地域DMOの推進
(旧事業名：静岡県中部・
志太榛原地域連携ＤＭＯ)

静岡県中部地域５市２町の広域連携のもと、
当地域の「観光目的地」としてのブランド力
を高め来訪者数を増加させるとともに、顧客
のニーズに沿ったアクティビティや商品の開
発を地域事業者と共に行い、地域の稼ぎ（観
光消費や宿泊）の拡大を目的とする。

県中部５市２町の枠組で、（公財）する
が企画観光局を中心に観光地域づくり事
業を実施する。
１　観光地ブランディング事業
２　インバウンド誘客事業
３　調査・分析事業

①外国人延べ宿泊者数
②宿泊１人あたりの旅
行消費額
※①②共に５市２町エ
リアの数値

― ― ― ―
ー（実施
せず）

R8からの指標であるためR7実
績・評価は記載しない

平成27年
度～

81,000 観光国際課

97
戦略産業：④観光・
ブランド産業

東海道歴史街道まち歩き推
進事業

東海道に根付く地域資源を活用した本市なら
ではの街道観光を推進し、地域経済の活性化
を図る。

東海道に根付く地域資源を活用した本市
ならではの街道観光を推進し、地域経済
の活性化を図るため、本市が有する２つ
の峠、６つの宿場町の周遊を促すスタン
プラリーや来訪を促す体験商品プログラ
ムを実施する。

①周遊促進ツール（ス
タンプラリーはんか
ち）の販売枚数
②東海道おんぱくのプ
ログラム数
③しずおか東海道まち
あるきＨＰのアクセス
数

①　R5年
度で終了
②　48プ
ログラム
③
269,300
アクセス

①　―
②　56プ
ログラム
③
243,484
アクセス

①　ー
②　R6年
度で終了
③
282,700
アクセス

①　ー
②　ー
③264,076ア
クセス

A（90％
以上

105％未
満）

目標値を下回ったが、増加傾向
でありかつ90％以上であるためA
評価とした。

平成28年
度～

827 観光国際課

98
戦略産業：④観光・
ブランド産業

感動体験のまち創造事業
(旧事業名：ＳＤＧｓ-美
食・絶景・歴史-感動体験
のまち創造事業)

美食・絶景・歴史をテーマに「質の高い感動
体験ができる地域」として、観光コンテンツ
の充実とイメージづくりを進め、滞在や宿泊
を前提とした高単価な観光消費を生み出し、
地域全体への好循環を創出する。

観光地域づくりの専門家からの助言を得
ながら、観光事業者と一丸となり、本市
が目指すブランドイメージの設定や、観
光コンテンツの造成、モデルコース化、
プロモーションを実施する。

１人あたり観光消費額
のうち「入館・体験
料」（①宿泊客、②日
帰り客）

①1,122
円
②　324円

①1,004
円
②　288円

①1,166
円
②358円

①1,083円
②363円

A（90％
以上

105％未
満）

22の観光コンテンツの開発・販
売促進を行い、指標も目標の
90％程度を達成したためA評価と
した。

令和６年
度～

70,000 観光国際課

9



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

99
戦略産業：④観光・
ブランド産業

夜間景観整備事業・ナイト
ツーリズム推進事業

観光客の市内滞在時間延伸を図り、市内観光
消費の拡大につなげる。

夜間景観整備計画に基づき、魅力ある夜
間景観の整備を進めるとともに、夜景を
軸とした夜の楽しみ方を創出・発信す
る。

①夜景観光HPの閲覧数
②夜間景観整備の進捗
率

①
205,000
回
②8,500
人/回
③70%

①
226,792
回
②7,291
人/回
③70%

①
250,000
回
②8,500
人/回
③80％

①125,521回
②集計中
③80%

B（70％
以上90％
未満）

昨年度まではHPの広告プロモー
ションを実施していたが、R7年
度は予算縮小により実施できな
かった。
これにより閲覧者数が減少し目
標値を下回ったため、B評価とし
た。

平成31年
度～

200,300 観光国際課

100
戦略産業：④観光・
ブランド産業

ガストロノミーツーリズム
推進事業

来訪者が地域の食文化を知り、生産者や料理
人との交流により豊かな食を楽しむことがで
きるガストロノミーツーリズムにより、本市
の食の魅力を広く国内外に発信し、国内外か
らの食に関心の高い富裕層を呼び込み、食に
よる地域での観光消費額の増加につなげる。

豊かな食材と地域の食を取り巻く人や歴
史文化、環境を守りながら、食の豊かさ
を未来に繋げていく、静岡市ならではの
食体験「JIMIガストロノミーシズオカ」
を推進する。
１　推進体制の運営
２　食のブランドイメージの定着
３　高付加価値な食の体験型観光商品づ
くり
４　５市２町地域での食文化観光の推進

１人あたり観光消費額
における「飲食代」

- - 1,784円 1,508円
B（70％
以上90％
未満）

静岡市ならではのコンセプトを
新たに設定し事業を推進した
が、初年度でその認知が十分に
広がらず、目標値を下回ったた
めB評価とした。

令和７年
度～

32,709 観光国際課

101
戦略産業：④観光・
ブランド産業

インバウンド観光客誘客促
進事業

円安等で急増するインバウンド観光客におい
ては、リピーターが増えていくにあたり、東
京、大阪、京都、札幌以外の未訪問の地域
ニーズが高まっている。また、地域ならでは
葉の個性ある観光コンテンツニーズが高まっ
ているため、観光客誘致のチャンスととら
え、観光コンテンツ造成及び売込みを目的と
した営業活動を実施する。

インバウンド観光客誘客促進を目標とし
たコンテンツ造成及び受入環境整備、プ
ロモーション、営業活動及び事業者との
商談会を実施する、

外国人延べ宿泊者数 9.8万人 17.8万人 12万人
今年度分はR8
年秋実績がわ
かる予定

ー
令和７年

度～
25,183 観光国際課

102
戦略産業：④観光・
ブランド産業

静岡市歴史博物館運営事業

地域の歴史に関する資料の収集、展示を行う
とともに、歴史に関する調査研究及び地域の
歴史的価値の発信を行うことにより、教育、
学術及び文化の発展並びに歴史を媒介とした
交流の促進に資することを目的とする。

歴史文化のまちづくりの拠点の核となる
静岡市歴史博物館を管理運営する。

施設の入館者数
187,000
人

189,243
人

187,000
人

197,118人
S（105％
以上）

令和７年度実績は、197,118人と
達成度は105％であり、目標を上
回る結果となった。これによ
り、歴史的価値の発信が効果的
に行われ、教育等歴史を媒介と
した交流促進に資する活動がで
きたと評価し、評価を「S]とし
た。

令和４年
度～

379,846 歴史文化課

103
戦略産業：④観光・
ブランド産業

「家康公が愛したまち静
岡」関連事業

德川家康公の功績や固有の歴史文化を学ぶこ
とで静岡市特有の歴史を身近に感じられる環
境を整え、支援していく。これにより本市の
歴史に対して市民が誇りと愛着を抱くととも
に、国内外の人々が歴史文化の香りを求めて
訪れる。歴史文化をまちづくりの大きなコン
テンツとして、風格と賑わいのある「都市
（まち）」をの形成を目指す。

１徳川みらい学会共催事業
ア　３回の講演会
　家康公や徳川家家臣の功績を顕彰する
徳川家臣団大会や歴史文化のまちを推進
し、市民の歴史への興味をさらに後押し
するような講演会を実施。
イ　ワークショップや出張講演等の開催
　ビジネス世代や子供向けプログラムを
実施する。
ウ　德川みらいツーリズム
　講演会と食事・宿泊等を連結したエク
スカーションを実施する。
２地域おこし協力隊事業
　歴史資源を活かした観光の活性化を目
指し、地域おこし協力隊を配置する。

(～R7)講演会の参加者
数
(R8～)各イベントにお
いて、満足と答えた人
（満足・やや満足）の
平均割合

1,200人/
年

1,280人/
年

600人/6
回

750人/6回
S（105％
以上）

令和7年度実績は、750人/年と達
成度は125%であり、目標を上回
る成果となった。これにより、
「家康公が愛したまち」の発信
や観光交流の促進に繋がったと
評価できることから、評価を
「Ｓ」とした。

平成28年
度～

9,255 歴史文化課

104
戦略産業：④観光・
ブランド産業

駿府城跡天守台野外展示事
業

出土した本物の天守台の迫力を間近に感じる
ことのできる野外展示として遺構保存と活用
を両立させる整備事業により、駿府城公園周
辺の歴史資源見学を目的とした来訪を促進す
る。さらに、徳川氏を中心とした本市の歴史
に対して市民が誇りと愛着を抱くとともに、
国内外の人々が静岡都心を訪れ賑わうまちづ
くりを行うことで、本市の魅力発信、交流人
口の拡大につなげる。

①野外展示工事
②体験学習施設の工事
③デジタルコンテンツの上映環境整備
④石垣保存修復
⑤施設建設地点の発掘調査

野外展示施設整備の進
捗率（各年度の実施計
画に対する進捗率）

100% 80% 100% 75%
B（70％
以上90％
未満）

工事着手がやや遅れ、７年度施
行分予算が翌年度に一部繰越と
なったことによる。

令和２年
度～令和
８年度

460,596 歴史文化課

105
戦略産業：④観光・
ブランド産業

オープンファクトリー推進
事業

民間団体が行う、オープンファクトリー事業
に対して支援を行うことで、製造業界の持続
的発展を支える。

製造業界の持続的発展を支えるため、民
間団体が行うオープンファクトリー事業
に対して助成する。

オープンファクトリー
参加が自社にプラスと
なった事業者の割合

72.50% 93.55% 75% 93%
S（105％
以上）

目標の75％を上回り企業の認知
度向上や地域との交流が図れ、
製造業界の持続的発展につな
がったため。

令和５年
度～

2,000 産業振興課

106
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）「ホビーのまち静
岡」推進事業

市の地域資源であるホビーを活用し、「ホ
ビーのまち静岡」として市内外に情報発信す
ることで市のブランド化及び地域経済の活性
化を図る。

「ホビーのまち静岡」として市内外に情
報発信することで市のブランド化及び地
域経済の活性化を図るため、静岡ホビー
スクエアの施設維持管理とともにホビー
推進協議会静岡が実施するホビーのまち
静岡推進事業への補助を行う。

①市内イベントにおけ
る「ホビーのまち静
岡」の認知度
②ホビースクエアの来
場者数

①80％
②30,000
人

①69%
②29,510
人

①80％
②30,000
人

①80.6％（見
込）
②31,000人
（見込）

A（90％
以上

105％未
満）

①は目標の112％、②は目標の
102％相当の実績を達成できたた
め。

平成21年
度～

78,217 産業振興課

10



指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

107
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）プラモデル化計画推
進事業

まちの賑わいや地域への愛着等を育み「プラ
モデルのまち」を体感できる地方創生プロ
ジェクト「静岡市プラモデル化計画」に基づ
き、産業への単なる支援にとどまることな
く、プラモデルを活用したシティプロモー
ション及び街の活性化、古来より本市に根付
く「ものづくり精神」を継承する人材育成な
ど総合的なまちづくりの施策を展開し、将来
にわたって活力ある静岡市を維持していくた
めの事業を展開する。

プラモニュメントの設置などの「環境」
づくり、小学校におけるものづくりキャ
リア教育やものづくりプラモデル大学な
どの「人財」づくり、全国プラモデル選
手権大会などの「コンテンツ」づくりの
各視点に基づく取組を進めることで、プ
ラモデル産業の活性化、本市ブランドイ
メージの確立及び郷土愛の醸成を図る。

①市内イベントにおけ
る「ホビーのまち静
岡」の認知度
②取組を通じてものづ
くりに興味を持った児
童の割合

①80％
②90％

①69％
②90％

①80％
②90％

①80.6％（見
込）
②94％（見
込）

A（90％
以上

105％未
満）

①は目標の112％、②は目標の
103％相当の実績を達成できたた
め。

令和2年
度～

29,890 産業振興課

108
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）海洋文化施設の整備

清水港周辺において、駿河湾の特性や清水港
ならではの産学官の関係者のノウハウ・資源
を活かした特色ある海洋文化拠点施設の整備
を実施する。

５大構想の一つである「海洋文化の拠点
づくり」を実現するため、その核施設と
なる海洋文化施設を整備する。

①設計業務
②建設業務
③工事監理業務

①100％
②25％
③25％

①84％
②0％
③0％

①100％
②48％
③48％

①84％
②0％
③0％

C（70％
未満）

物価高騰等の影響により事業継
続が困難な状況になったため。

平成28年
度～

R7当初
839,077
R6繰越

1,000,788

ＢＸ推進課

109
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）清水港客船誘致委員
会負担金

清水港の賑わいを創出するため、清水港客船
誘致委員会に負担金を交付するとともに、客
船寄港時の歓迎事業等を実施する。

清水港の賑わいを創出するため、客船歓
迎事業、誘致事業等を実施する清水港客
船誘致員会に対し、負担金を交付する。

客船等寄港隻数 70隻 85隻 70隻 102隻
S（105％
以上）

令和７年度の実績は、目標を上
回るものであった。清水港客船
誘致委員会の活動が寄港数増加
につながっていると評価する。

平成２年
度～

138,400
清水みなと

振興課
観光政策課

110
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）「まぐろのまち静
岡」の推進

冷凍マグロ水揚げ日本一を誇る清水港を県内
外にPRすることで、「まぐろのまち静岡」の
推進を図る。

冷凍マグロ水揚げ日本一を誇る清水港を
県内外にPRすることで、「まぐろのまち
静岡」の推進を図る。

県外における清水港が
まぐろ水揚量日本一で
あることの認知度

62.0% 60.7% 64.0% 51.7%
B（70％
以上90％
未満）

令和７年度の実績は、目標を達
成できなかったが、調査を行っ
た山梨県・長野県の道の駅で
は、これまで以上に関東圏から
の利用客が多く、率直な意見を
伺うことができた。「これまで
知らなかった方々に知ってもら
うことができた」ことは、認知
度向上に向けた取組としては大
いに意義のあるものであったと
評価する。

平成18年
度～

432
清水みなと

振興課

111
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）「お茶のまち静岡
市」プロモーション事業

　第２次静岡市茶どころ日本一計画に基づ
き、「お茶のまち静岡市」の認知度向上及び
販路・消費拡大を目的としたプロモーション
を行う。

市内の新茶シーズンのムード醸成及び販
売促進を目的としたイベントや広告掲出
を実施する。市外においては、茶業者と
連携したプロモーション・販売会を実施
する。

静岡市の１世帯あたり
の緑茶購入金額（円）

8,815 7,664 8,815 5,304
C（70％
未満）

各事業について当初の計画どお
り、茶業者と連携したプロモー
ション・販売会を行ったが、国
内需要の低迷に伴い、目標金額
を下回った。

平成22年
度～

10,932 農業政策課

112
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）しずまえ鮮魚普及拡
大事業

しずまえで水揚げ、陸揚げされる水産物や生
産される加工品等の普及を通して、しずまえ
を地域ブランドとして確立し、静岡市の食文
化の情報発信と水産業をはじめとする地域の
活性化を目的とする。

「しずまえ」を地域ブランドとして確立
し、市の食文化の全国発信と水産業をは
じめとする地域活性化を目指す。

しずまえ市民認知度 68.00% 56.60% 70.00% 57.50%
B（70％
以上90％
未満）

指標であるしずまえの市民認知
度について特に20代の認知度が
低く、若者の魚離れなどが原因
であると考えられる。

令和12年
度

4,731 水産振興課

113
戦略産業：④観光・
ブランド産業

農水産物消費拡大促進事業
本市の農産物の認知度向上及び市内における
地産地消を推進し、消費・流通の拡大を図
る。

静岡市の旬な農水産物の消費拡大を図る
ため、ホームページによる農産物等の紹
介、ニュース更新や地産地消イベントの
開催を行う。

ホームページ
「ZRATTO！しずおか」
へのアクセスユーザー
数

74,000件 64,487件 77,000件 80,462件

A（90％
以上

105％未
満）

定期的なHPの更新、新規ページ
の追加、情報のボリュームアッ
プ等を行い、目標値を達成した

平成26年
度～

1,890 農業政策課

114
戦略産業：④観光・
ブランド産業

（再）お茶の輸出拡大支援

海外マーケットでのニーズが高まっている高
品質・高付加価値な茶の輸出拡大を図るた
め、海外輸出のプラットフォームを構築し、
海外への安定的な輸出を促進する。

海外輸出のためのプラットフォームを構
築し、現地茶業者を対象とした商談会・
セミナーの開催、商談・契約締結・納品
に至るまでの営業代行・継続的支援を実
施する。

市内産茶の輸出量(ｔ） - - 60 92
S（105％
以上）

計画どおり、プラットフォーム
を活用した営業代行等の継続支
援を実施したとともに、海外に
おける茶の需要拡大も追い風と
なり、目標値を大幅に上回る実
績となった。

令和５年
度～

22,400 農業政策課

115
戦略産業：④観光・
ブランド産業

A級順位戦最終局～将棋界
の一番長い日～

徳川家康公とゆかりの深い将棋を通じて、静
岡市と家康公の繋がりを全国に向けて発信す
るとともに、静岡市における将棋文化の振興
と地域活性化を図る。

「Ａ級順位戦最終局」を招聘するととも
に、関連事業として前夜祭、多面指し指
導将棋、大盤解説会、こども将棋大会等
を開催する。

①参加者数
②来場者満足度

①850人
②95％

①1,094
人
②73.7％

①850人
②95％

①648人
②76.9%

B（70％
以上90％
未満）

SNSの利用や将棋団体との協力を
通じて、大会の普及・発信に努
め参加者は648人であった。ま
た、アンケート調査では76.9％
が満足と回答した。

平成25年
度～

8,000 文化政策課

116
戦略産業：④観光・
ブランド産業

今川義元杯静岡市民囲碁大
会

囲碁事業を通じた地域資源の活用と地域活性
化を図る事を目的として「価値ある静岡の歴
史文化の継承」の推進に向け、囲碁の普及・
発展に寄与した今川義元公の功績を官民連携
による継続的な顕彰事業として実施する。

団体戦（３区対抗）・個人戦
①参加者数
②来場者満足度

①90人
②90％

①66人
②96％

①90人
②90％

①66人
②81%

B（70％
以上90％
未満）

SNSの利用や囲碁団体との協力を
通じて、大会の普及・発信に努
め参加者は66人であった。ま
た、アンケート調査では81％が
満足と回答した。

令和４年
度～

300 文化政策課

117
戦略産業：⑤文化・
クリエイティブ産業

「まちは劇場」推進事業
　・音楽あふれるまちづく
り事業
　・まち劇スポット事業

日常的に文化・芸術に触れる機会を創出し、
文化・クリエイティブ産業の下支えを行う。

日常的に文化・芸術に触れる機会を創出
し、文化・クリエイティブ産業の下支え
を行うため、「まち」の様々な空間にお
いて、大道芸・ダンス・音楽・アートな
ど様々なジャンルの文化に触れる機会、
アーティストと市民が出会う機会を提供
する。

①まちかどコンサート
来場者数
②ライセンス保持者数
③稼働回数（延べ）

①4,500
人
②85組
③470回

①4,423
人
②114組
③1,238
回

①5,000
人
②90組
③480回

①4,920
②109組
③1,505

A（90％
以上

105％未
満）

まちかどコンサートは、継続的
な実施による固定ファンの獲得
とSNS等を活用した積極的な情報
発信により順調に客数を増やし
ている。
まち劇スポットは新たなスポッ
トの設置やイベント等への派遣
を行ったことでパフォーマーの
活動の場が大幅に増加した。審
査会受験者は年々増えており、
年度末時点での登録組数が109組
となった。

平成30年
度～

29,881の一部 文化政策課
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指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

118
戦略産業：⑤文化・
クリエイティブ産業

静岡市文化・クリエイティ
ブ産業振興センター運営事
業

クリエーターの育成・支援を通じて、市の文
化・クリエイティブ産業の振興を図るととも
に、創造的な活動による新たな事業及び文化
の創出並びに既存産業の高度化を促進するこ
とにより、地域文化の振興及び地域経済の活
性化に寄与することを目的とする。

静岡市文化・クリエイティブ産業振興セ
ンターの管理運営
【事業概要】
・クリエーターの集積と育成
・文化・クリエイティブ産業の振興につ
ながる啓発・啓蒙
・企業とクリエーターのマッチング推進
・パフォーミングアーツの支援

①利用者数
②利用者満足度
③クリエーターと企業
のマッチング件数
④クリエーターの集積
（クリエーターの市内
事務所開設数）

①40,000
人
②90％
③６件
④３者

①47,702
人
②92.2％
③20件
④８者

①40,000
人
②90％
③６件
（R7年度
以降16
件）
④３者
（R7年度
以降５
者）

①39,403人
②94.16％
③11件
④３者

B（70％
以上90％
未満）

②は目標を達成したものの、①
③④は目標に満たなかったた
め。

平成26年
度～

91,664 産業政策課

119
戦略産業：⑤文化・
クリエイティブ産業

（再）デジタル関連企業誘
致事業

若者にとって魅力ある雇用の創出や市内企業
の高度化に繋げるため、首都圏等のデジタル
関連企業の市内進出を推進する。

デジタル関連企業が市内進出に向けて必
要となる、人材や物件の確保などについ
て支援し、企業立地を促進する。

デジタル関連企業立地
件数

ー ー ２件 ４件
S（105％
以上）

市内に進出したデジタル関連企
業立地件数が目標値を上回った
ことから評価をSとした

令和６年
度～

16,870
産業基盤強

化本部

120
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

静岡型水素タウン促進事業

市域の特性を踏まえ水素エネルギーを利活用
したまちづくり「静岡型水素タウン」の実現
に向け、水素エネルギーの利活用拡大に向け
た取組を促進する。

「静岡型水素タウン」の実現に向け、水
素エネルギーの利活用拡大に向けた取組
を促進する。
①静岡市水素エネルギー利活用促進協議
会の開催
②る・く・ると連携した子ども向けの普
及啓発

協議会の開催 ２回 ２回 ２回 ２回

A（90％
以上

105％未
満）

目標通り会議を開催したため。
平成28年

度～
288 ＧＸ推進課

121
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

グリーン電力地産地消事業

脱炭素社会の実現に向け、太陽光発電設備の
ＰＰＡ（第三者所有）モデルの拡大に取り組
むとともに、余剰電力を市域内消費するため
の先導モデルを公民連携により構築する。

脱炭素社会の実現に向け、太陽光発電設
備のＰＰＡ（第三者所有）モデルの拡大
に取り組むとともに、余剰電力を市域内
消費するための先導モデルを公民連携に
より構築する。
①脱炭素先行推進コンソーシアム事務局
の運営助成
②脱炭素先行地域に余剰電力を供給する
市内PPAモデル事業の助成

太陽光発電設備の導入
に伴う二酸化炭素削減
量

323t-CO2 317t-CO2 323t-CO2 0t-CO2
C（70％
未満）

事業コストの急変を踏まえ制度
運用の見直しを行うため、新規
受付を停止していたため。

令和４年
～令和８

年
22,000 ＧＸ推進課

122
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

グリーン農業推進事業補助
金

慣行栽培よりも環境負荷低減を図る農業者を
増加させるとともに、そこから生産された農
産物を消費者が選択・購入できる環境づくり
を推進する。

環境負荷低減を図る農業者を増加させる
とともに、そこから生産された農産物を
消費者が選択・購入できる環境づくりを
推進するため、減化学農薬・減化学肥
料・GHG削減に資する資機材の導入費用等
に対する支援を行う。

補助件数 8件 10件 8件 8件

A（90％
以上

105％未
満）

市HPやJA等関係機関への定期的
な情報提供により、目標値を達
成した

令和５年
度～

3,000 農業政策課

123
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

脱炭素ビジネスプラット
フォーム構築事業

事業活動による気候変動へのリスク・ビジネ
スチャンスを踏まえた中小企経営戦略の策
定・開示に取り組む企業を支援する。

脱炭素ビジネスに対する経営層の意識変
革や、非財務情報の開示に向けた情報提
供及び人材育成のためのセミナーやワー
クショップを開催する。

①セミナー開催
②ワークショップ開催

①１回
②２回

①１回
②１回

①１回
②２回

①１回
②８回

S（105％
以上）

目標を大きく上回ったため。
令和５年

～
4,000 ＧＸ推進課

124
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

脱炭素先行地域づくり事業
電力消費に伴うＣＯ２排出量が実質ゼロにな
るための「脱炭素先行地域」実現に向けた整
備事業等を支援する。

「脱炭素先行地域」実現に向けた整備事
業等を支援する。
①脱炭素先行地域内に再エネ設備等の導
入に対する助成
②脱炭素先行地域の取組を効果的に進め
るためのソフト事業に対する助成

太陽光発電設備の導入
に伴う二酸化炭素削減
量

１，４０
０ｔ－Ｃ
Ｏ２

1,051t-
CO2

700t-CO2 715t-CO2

A（90％
以上

105％未
満）

目標通り太陽光発電設備の設置
工事が完了したため。

令和４年
～令和９

年
240,000 ＧＸ推進課

125
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

中小企業者脱炭素化支援事
業

市における二酸化炭素排出量の約６割を占め
る事業活動部門に係る二酸化炭素削減の意識
醸成を図り、省エネルギー対策を推進する。

中小企業者の脱炭素化を促進するため、
脱炭素化に資する取組についての相談支
援を静岡商工会議所と連携して行うため
の経費に対する助成を行う。

補助金交付件数 １件 0件 ー ー
ー（実施
せず）

該当案件がなかったため。
令和６年

度～
1,300 ＧＸ推進課

126
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

ZEH住宅普及啓発促進事業
2030年までのZEH標準化を見据え、消費者側
へのZEH住宅の普及啓発、供給側である工務
店等の施工技術向上への支援を行う。

消費者側への普及啓発セミナーの開催、
及び工務店等の施工技術向上に向けた研
修会等を開催する。

市民向けセミナー開催
回数
工務店向け研修会開催
回数

2回
2回

2回
2回

ー ー
ー（実施
せず）

参加申し込み者がなかったた
め。

令和６年
度～

56 ＧＸ推進課

127
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

省エネルギー推進事業

2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向け、産
業部門・民生部門に関わる市民に対し繰り返
し意識醸成を図り、温暖化対策・省エネへの
取組を促進する。

市民生活に密接な訴求力のある市内企業
と連携した「デコ活」普及啓発を行う。

企業と連携したイベン
ト回数

4回 11回 ５回 ５回

A（90％
以上

105％未
満）

目標通り開催したため。
令和６年

度～
2,720 ＧＸ推進課

128
横断的取組：①脱炭
素社会の推進

森林カーボンクレジット創
出促進事業

民間事業者等による持続可能な森づくりへの
取組みのインセンティブとなる森林カーボン
クレジット創出モデルの構築

適正な森林の管理によるCO2の吸収や生物
多様性に関する優れたアイディアや技術
等を有する事業者を公募・選定し、市内
での森林カーボンクレジットの創出に向
けた事業に対して経費を負担する。

森林カーボンクレジッ
ト創出モデルの構築

- - 実施

R7.4運営事務
局選定
R7.9実証事業
者選定
実証事業実施
中

A（90％
以上

105％未
満）

予定通りに運営事務局の選定、
実証事業者の選定が行われ、実
証事業が行われているため。

令和７年
度～

60,000
森林経営管

理課
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指標名 Ｒ６目標 Ｒ６実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 Ｒ７評価 Ｒ７評価理由

（６）
事業年度

（８）
所管課

No
（１）基本方針・

重点的取組
（２）事業名 （３）事業目的 （４）事業内容

（５）成果指標 （７）
R8当初予算額

（千円）

129

横断的取組：②DX・
デジタル活用による
事業高度化、生産性
向上

静岡市デジタル化推進プラ
ンの推進

デジタル技術の活用による課題解決が国の重
要な施策として位置づけられる中、「世界に
輝く静岡」の実現を目的として、「SDGs」の
視点を取り入れ、「５大構想」の着実な推進
を行うために静岡市の「デジタル政策」を進
めるうえで設定した目指す姿である「誰もが
デジタル化による豊かさを享受できる地域社
会の実現」を目的とする。

本市の2030年の目指す姿としてプランに
定めた「誰もがデジタル化による豊かさ
を享受できる地域社会の実現」するた
め、行政内部におけるデジタル化を進め
る「行政のデジタル化」と地域が抱える
課題解決に取り組む「地域のデジタル
化」を政策の２本柱、さらに「デジタル
人材の確保と育成」を共通の政策とし
て、本市におけるデジタル化を推進す
る。

静岡市デジタル化推進
プランに基づく事業の
実施

実施 実施 実施 実施

A（90％
以上

105％未
満）

施策集に登載した各所属におけ
るデジタル化に資する取組が概
ね計画どおり実施されたため。

令和３年
度～

令和12年
度

－ ＤＸ推進課

130

横断的取組：②DX・
デジタル活用による
事業高度化、生産性
向上

中小企業事業高度化事業助
成

競争力の強化や高付加価値化に積極的に取り
組む市内中小製造事業者が行う設備投資に対
して助成することにより、地域産業の活性化
及び高度化を図る。

競争力の強化や高付加価値化に積極的に
取り組む市内中小製造事業者が行う設備
投資に対して助成することにより、地域
産業の活性化及び高度化を図る。

①機械設備設置件数
②企業都合による従業
員数の減少があった企
業０％

①21件
②０件

24件
①21件
②０件

①25件
②０件

S（105％
以上）

目標を上回り、地域産業の活性
化及び高度化を図ることができ
たため。

平成21年
度～

42,000 産業振興課

131

横断的取組：②DX・
デジタル活用による
事業高度化、生産性
向上

（再）中小事業者向けDX支
援事業

コロナを機に大きく変化した経済環境におい
て、市内中小企業等のDXを推進するため、専
門家による企業への伴走型支援を行い、成功
事例を輩出することで、地域全体へのDX普及
を図る。

コロナを機に大きく変化した経済環境に
おいて、市内中小企業等のDXを推進する
ため、専門家による企業への伴走型支援
を行い、成功事例を輩出することで、地
域全体へのDX普及を図る。

伴走支援者数 ５件 21件 25件 29件
S（105％
以上）

伴走支援者数が目標を４件上回
り、DXの普及と成功事例の蓄積
が図られたため。

令和3年
度～

32,000 産業振興課

132

横断的取組：②DX・
デジタル活用による
事業高度化、生産性
向上

（再）IT活用による生産性
向上支援事業

デジタル活用に向けた相談体制を整備し、IT
リテラシーを向上させることで、中小企業及
び小規模企業の「生産性向上」を図る。

デジタル活用に向けた相談体制を整備
し、ITリテラシーを向上させることで、
中小企業等の「生産性向上」を図るた
め、ワンストップ相談窓口「ITなんでも
相談窓口」）の構築及び運営を行う。

相談件数 200件 332件 200件 282件
S（105％
以上）

目標を上回り、生産性向上に向
けたITリテラシーの向上が図ら
れたため。

令和元年
度～

4,900 産業振興課

133

横断的取組：②DX・
デジタル活用による
事業高度化、生産性
向上

（再）持続的発展に向けた
競争力強化事業補助金

中小製造業者の競争力の強化を図るため、市
内中小製造事業者が行う販売促進・販路開拓
に係る経費の一部を助成する。

市内中小製造事業者が行う販売促進・販
路開拓に係る経費の一部を助成する。

競争力強化事業に取り
組んだ企業の件数

20社 38社 20社 45社
S（105％
以上）

目標を上回り、市内中小製造事
業者が行う販売促進・販路開拓
が図られたため。

令和５年
度～

12,700 産業振興課

134

横断的取組：②DX・
デジタル活用による
事業高度化、生産性
向上

（再）グリーン農業推進事
業補助金

慣行栽培よりも環境負荷低減を図る農業者を
増加させるとともに、そこから生産された農
産物を消費者が選択・購入できる環境づくり
を推進する。

環境負荷低減を図る農業者を増加させる
とともに、そこから生産された農産物を
消費者が選択・購入できる環境づくりを
推進するため、減化学農薬・減化学肥
料・GHG削減に資する資機材の導入費用等
に対する支援を行う。

補助件数 8件 10件 8件 8件

A（90％
以上

105％未
満）

市HPやJA等関係機関への定期的
な情報提供により、目標値を達
成した

令和５年
度～

3,000 農業政策課
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